
R4実施状況報告書

Ⅰ　男女が互いに尊重し合う意識づくり

施策の方針 ①男女共同参画に関する理解の浸透

取り組みの方向 （１）男女共同参画に関する学習・啓発の充実

具体的施策 1 男女共同参画講座・講演会の開催

事業内容

成果指標 1 男女共同参画に関する啓発講座（総務課人権・男女共同参画担当・生涯学習課）

目標値 各公民館年１回

基本目標

男女共同参画推進のための講座などを実施します。参加しやすい時間帯や場所を配慮して、町民が男女共同参画につ
いて考える機会を充分に設けます。

生涯学習課

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

男女共同参画をテーマにした、パパ力
ＵＰ講座(年２回)、エンパワーメント講
座（年２回）を開催しました。
【別紙１】

当該年度の事業計画及び目標(値）

生涯学習課 生涯学習担当

男女共同参画推進のための講座を実施し
ます。
参加しやすい時間帯や場所を配慮して、
講座を開催します。

各公民館において町民等を対象に男女
共同参画をテーマにした啓発講座を実施
します。
(年１回　各公民館）

パパ力UP講座について、チャレンジ料
理教室を開催しました。
エンパワーメント講座について、「女性
のためのぷちマネープラン講座」の開
催や、「あすばる男女共同参画フォー
ラム2022」開催時にはバスツアーを行
いました。

各公民館において町民等を対象に、
人権に関する講座は実施しましたが、
男女共同参画をテーマにした啓発講
座は開催できていません。
内容について、男女がともに参加でき
る講座を増やすことに努め、男女とも
に参加しやすいように呼びかけまし
た。

男女共同参画をテーマにした啓発講
座の実施はできませんでしたが、男女
がともに参加できる講座を増やせるよ
う努めました。
公民館講座の利用の少ない男性も参
加数を増やせるよう、工夫しました。
講座開催の際に、講座の中で男女共
同参画の啓発を行う時間を確保する
など男女共同参画の推進を図れるよ
う、努めます。

【別紙１】　男女共同参画に関する啓発講座
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具体的施策 2 事業所や各種団体への出張講座

事業内容

成果指標 2 男女共同参画出張講座

目標値 年10回以上

担当課 回答担当

取り組みの方向 （２）男女共同参画に関する情報の収集・提供

具体的施策 3 町民等に対する情報提供

事業内容

当該年度の事業計画及び目標(値）

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

定期的な特設コーナーの設置で、情報
提供できるよう資料の充実を図る必要
があります。新しい情報がどんどん増
えるように努めます。

男女共同参画関連の情報を充実させま
す。収集した情報を、ホームページや
Facebook、広報誌等に掲載します。町民
や事業者にとって必要な情報を、いつでも
利用しやすい状況で提供するよう努めま
す。

図書館に男女共同参画関連書籍に関す
るコーナーやイベント・各種啓発週間に合
わせた特設コーナーを設置、また関連
ブックリストを作成します。

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

収集した情報を、ホームページ、Ｆａｃｅ
book、広報誌に掲載しました。
「ＳＴＯＰ！ＤＶ」についてかんだ女性
ホットラインと併せた啓発カードを作成
し、町内施設に配布しました。
全戸配布の町人権啓発冊子「しおさ
い」に男女共同参画の観点を入れた
記事の掲載をしました（SDGSゴール5
ジェンダー平等を実現しよう）。
講座のチラシについて、民間の事業所
(男女共同参画についての活動のあ
る)等にて配布し、興味のある方への
配布に力を入れました。

全戸配布の町人権啓発冊子「しおさ
い」にSDGsのゴール５『ジェンダー平
等を実現しよう』についての記事の掲
載を行いました。
また、情報提供について、民間の事業
所にも協力を仰ぎ、講座等のチラシを
置かせていただきました。
今後も町民や事業所にとって、より苅
田町の取り組みの情報が手に入りや
すいように、情報提供に努めていきま
す。

人権男女共同参画室主催の苅田町人
権展にあわせ、関連本の収集・展示を
展示コーナーで行いました。ホーム
ページの蔵書検索からテーマ別で「人
権」に関する本が閲覧できます。また
電子図書サービスでも外国人の方で
も利用できるよう図書の選定をしまし
た。

スポーツ・文化
振興担当

生涯学習課

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

５回実施しました。
開催：7/8、7/20、11/17、11/18、12/9

昨年から引き続いて、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で、積極的に出張
講座の呼びかけをすることはできませ
んでした。
希望のあった団体については内容の
充実を図り、換気やマスク着用などに
配慮し、三密を避け講座を行いまし
た。
今後はコロナ以前のように呼びかけの
強化、講座の実施を行えるよう努めま
す。

事業所や各種団体などを対象に男女共同参画に関する啓発講座（男女共同参画出張講座）を実施します。講座を通し
て、課題を発見し、施策に反映するよう努めます。

住民課人権男女共同参画室

当該年度の事業計画及び目標(値）

年10回程度、事業所や各種団体などを対
象に男女共同参画に関する啓発講座（男
女共同参画出張講座）を実施します。

男女共同参画関連の情報を充実させます。町民や事業者にとって必要な情報を、いつでも利用しやすい状態で提供する
よう努めます。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

【別紙2】　男女共同参画出張講座
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施策の方針 ②男女共同参画教育の推進

取り組みの方向 （１）成長に応じた男女共同参画教育の推進

具体的施策 4 男女共同参画を推進する家庭教育支援

事業内容

成果指標 4 パパ力（ぱぱぢから）講座

目標値 年２回

担当課

他の講座との兼ね合いで1回しか開催
できませんでした。来年度も開催の際
には父親母親ともに参加しやすいテー
マを検討します。

R5.2.18に乳幼児の救命救急講座を
テーマに、パパママ講座を開催しまし
た（参加者：父親・祖父12名、母親・祖
母24名、子ども24名）。

子育て・健康課

子どもの個性を尊重した、ジェンダーに敏
感な視点に立った子育てについての啓発
事業を充実させます。父親向けの講座を
開催します（年2回）。

学校教育課 学校教育担当

総務課危機管理室と共同企画し、災
害時にもできる調理法を取り入れ、パ
パと子どものチャレンジ料理教室を開
催しました。引き続き父親参加型の講
座の実施に努めます。

子育て支援担当 父親向けの講座を開催します　（年２回）。

住民課人権男女共同参画室と連携し、家
庭への啓発資料の提供に努めます。啓発
文書等は学校や関係団体に周知します。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

パパ力ＵＰ講座を11/19、3/25に実施
しました。
【別紙1】

住民課人権男女共同参画室と連携
し、啓発資料を家庭へ提供しました。
また、啓発文書等を学校へ周知しまし
た。各小中学校において男女共同参
画に関する授業を実施しているかを調
査し、把握しています。

住民課人権男女共同参画室と連携
し、引き続き啓発を行い、各学校での
授業実施状況の把握に努めます。

主に町内の小学校（主に南原小学校・
馬場小学校の5・6年生）の児童を対象
にクッキング教室（お弁当づくり教室）
を実施しました。（延べ参加人数：男子
32名女子16名）

今後も、児童には性的役割分担意識
等にとらわれることなく、買い物・洗濯・
料理等の生活技術を取得してもらいた
いと考えます。

生涯学習担当

子どもの個性を尊重した、ジェンダーに敏感な視点に立った子育てについての啓発事業を充実させます。子どもたちが、
家庭のみならず、地域の中で大切に育まれるよう、地域の活動とも連携して行います。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値）回答担当

住民課人権男女共同参画室

男女均等に日常的な生活技術を習得させ
ることを目的として、クッキング教室を行い
ます。

生涯学習課
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取り組みの方向 （２）教育・保育へ携わる者への啓発の推進

具体的施策 5 教職員･保育士等への啓発と情報提供

事業内容

成果指標 5 男女共同参画に関する教職員研修会

目標値 学校教育課 隔年１回開催

担当課 回答担当

職員向けの研修会は行っていますが、
ジェンダーに特化した研修を受講する
余裕がなかなかないため、他の課題
の研修の中に一部組み込んでもらうこ
とが望まれます。

人権男女共同
参画担当

年間の研修実績を調査し、積極的に
出張講座の提供に努めていきます。
研修に変えて、男女共同参画の知識
を周知できるような啓発も併せて取り
組めるように努めます。

子育て・健康課 子育て支援担当

学校や保育園などでの男女共同参画教育を推進するため、資料や研修講師の紹介など、情報の提供を行います。また、
教職員・保育士などへの啓発機会の確保に努めます。

当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値)

資料の提供や講師の紹介など、情報
提供を行いました。

男女共同参画に関する教職員研修会を
開催する際は、教職員の意向を把握し、
研修内容の検討を行います。

幼稚園や保育園などでの男女共同参画
教育を推進するため、資料や研修講師の
紹介など、情報の提供を行います。幼稚
園・保育園の教職員向けに、子どもの発
達段階に応じた系統的指導のための資料
や講師の紹介などの情報提供を行いま
す。

各学校で男女共同参画教育に関する職
員研修を実施します。

学校教育課と連携し、令和４年の各学
校の教職員研修に男女共同参画の
テーマを盛り込んでいただくよう、各学
校へ出張講座の利用等働きかけまし
た。
その結果、町主催（年2回）の人権講演
会では男女共同参画の内容とし、教職
員の方にも多く参加していただきまし
た。
また、新型コロナウイルス感染症の影
響で研修等難しかったため、各学校・
保育園・幼稚園に町作成の「ＳＴＯＰ！
ＤＶ」の啓発カードを配置し、ＤＶの早
期発見や予防を呼びかけました。

理由と今後の課題

学校教育課 学校教育担当

住民課　人権男
女共同参画室

７月２３ 日（土）と１２月１０日（土）に町
主催人権講演会に参加しました。２回
のうちいずれかの講演会への参加を
促し、全教職員に向けて啓発の機会を
設けました。

引き続き、町での人権講演会などある
際には人権男女共同参画室と連携し、
教職員の参加について校長会で呼び
かけ、広く理解を求めます。
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具体的施策 6 幅広い進路選択を可能にする教育の推進

事業内容

成果指標 6 職場体験学習実施調査

目標値 学校教育課 年１回

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

生涯学習課 生涯学習担当

主に町内の小学校（主に南原小学校・
馬場小学校の5・6年生）の児童を対象
にクッキング教室（お弁当づくり教室）
を実施しました。（延べ参加人数：男子
32名女子16名）

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

子どもたちが職業や進路を選択するための情報や経験の機会が、男女均等に与えられるよう支援します。性別による固
定観念に捉われないキャリア教育(進路指導）を進めるための資料や講師の紹介など、情報の提供を行います。

校長会において、啓発資料や講師の
紹介について情報提供を行いました。
特に各中学校職場体験学習事業に係
る幅広い進路選択を可能にする教育
推進への理解と協力を求めました。

学校教育課 学校教育担当

                                      職場体験学習実施状況【未実施】

引き続き、校長会での啓発を行ない、
通学合宿や職場体験学習の際には男
女共同参画の視点を取り入れた指導
に力を入れていただくよう助言を行な
います。

今後も、児童には性的役割分担意識
等にとらわれることなく、買い物・洗濯・
料理等の生活技術を取得してもらいた
いと考えています。

R4年度は、職場体験の実施ができま
せんでした。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、職場体験の実施ができませんでし
た。

当該年度の事業計画及び目標(値）

子どもたちが職業や進路を選択するため
の情報や経験の機会が、男女均等に与え
られるよう、中学２年生を対象に職業体験
を実施します。実施の際には性別による
固定観念に捉われないキャリア教育(進路
指導）を心がけます。

性別による固定観念に捉われないキャリ
ア教育(進路指導）を支援するため、資料
や講師の紹介など、情報の提供を行いま
す。特に、教育の現場に関しては、校長会
において啓発を行います。（年１回）

男女均等に日常的な生活技術を習得させ
ることを目的として、クッキング教室を行い
ます。
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Ⅱ　男女が対等に参画できるまちづくり

施策の方針 ①政策・方針決定過程への女性の参画拡大

取り組みの方向 （１）審議会・委員会等への女性参画の推進

具体的施策 7 審議会･委員会等への女性委員の登用

事業内容

成果指標 7 町審議会・委員会における女性委員の割合（地方自治法第202条の3に基づくもの）

目標値 全庁 30％（平成33年度）

総務課　危機管
理室

総務課 庶務行政担当

情報公開・個人情報保護審査会
3名（男性2名　女性1名）33.3％
政治倫理審査会
3名（男性2名　女性1名）33.3％
自治功労者等表彰審査委員会
9名（男性8名　女性1名）11.1％

今後も改選を見据えた人材の発掘を
意識しておかなければならないと考え
ています。

地域福祉担当、
高齢者福祉担
当、障がい福祉
担当、介護保険
担当

所管する審議会等において女性比率
30％以上となるよう努めます。また、委員
の選出について男女バランスを考慮しま
す。

(地域福祉担当）
民生委員児童委員協議会
男性29名 女性20名
民生委員推薦会
男性9名　女性5名
地域福祉推進委員会
男性13名　女性2 名
（障がい者担当）
障害者自立支援給付認定審査会
男性19名　女性 3名
苅田町障がい者施策推進協議会
男性 6名　女性 4名
（高齢者・介護担当）
苅田町高齢者福祉施策推進委員会
男性12名　女性6名
行橋市・苅田町・みやこ介護認定審査
会
(広域）　男性66名　女性30名

全委員  223 名中女性 69名
女性の占める割合    30.9％

(地域福祉担当）
民生委員への推薦依頼があった場合
は男女バランスを考慮して選出してい
ます。委員の改選時推薦依頼をすると
きは、可能な場合は男女の比率を考
慮して依頼します。
（障がい者担当）
改選時推薦依頼するときは、可能な場
合は男女比率を考慮して依頼します。
(高齢者担当）
改選の際には留意します。

子育て・健康課 子育て支援担当
苅田町子ども子育て会議開催時に、女性
委員を20％以上登用します。

苅田町子ども・子育て会議について、
R4年度は開催しておりません。

委員の半数を女性にすることができる
よう、引き続き男女の割合の維持に努
めます。

公平委員、固定資産評価審査委員そ
れぞれ１名改選でしたが、女性委員を
登用できませんでした。

どちらの委員会も専門性が高く、適任
者が見つからなかったため登用に繋
がりませんでした。

苅田町防災会議【25人中2人】（8.0％）
苅田町国民保護協議会（開催無し）
苅田町交通安全推進協議会【17人中1
人】（5.9％）
苅田町空家等対策協議会【10人中1
人】（10.0％）

当該年度の事業計画及び目標(値）

男女共同参画審議会の女性比率50％を
維持します。（役場全体の目標数値：
30％）

他の課についても、改選の時期には
女性比率の向上について、庁内システ
ム及び個別に呼びかけを行いました。
併せて、審議会での意見を参考に、託
児を設ける施策の導入等を検討し、人
材の確保につなげる助言を行いまし
た。各課ヒアリングの際に、他の課に
ついても任期満了の時期に女性委員
の確保についての理解を求めました。

生活安全担当

総合行政委員
会事務局

選挙担当

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

福祉課

所管の審査会に対し、可能な限り女性委
員の登用を進め、男女比に配慮します。
また、推薦団体に対し、この計画について
の理解を求めます。

改選の際に声掛けを行っていますが、
委員の委嘱が団体の長であることが
多く、各団体に役職員の女性が少ない
ことが課題といえます。引き続き女性
の登用について理解を求めていきま
す。

全庁

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

審議会の女性比率は50％です。目標
値の継続を目指します。

基本目標

審議会などで、女性委員が男性委員と同様に活躍し、多様な視点や発想が、町の施策に反映されるよう、審議会等委員
への女性の参画を促進し、積極的な登用を進めます。

【別紙3】　各種審議会等一覧

町審議会・委員会等における女性委員の
割合を30％にします。

公平委員、固定資産評価審査委員の改
選時に女性委員の登用を目指します。
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担当課 回答担当

住民課

環境審議会委員の女性登用を30％以上
とします。

国民健康保険運営協議会委員の改選時
に女性委員を１人増やします。

土地区画整理審議会の女性委員数を可
能な限り増やすよう配慮します。

国保年金担当

交通商工課 交通基盤担当
一般公募枠で女性２名の応募があり、
女性委員が３名になりました。

企画課

苅田町公共交通会議の女性比率を30％
以上にします。

審議会・委員会の女性比率を30％以上に
します。

達成できませんでした。
団体推薦の委員が人事異動により、1
名減となりました。

農政課 農政水産担当

当該審議会の委員選考方法が、選挙
（８名）と有識者からの登用（２名）のた
め、女性の積極的登用は難しいのが
現状です。

地域公共交通会議の委員の構成につ
いては法で定められており、関係機関
の当て職によるものもあることから、難
しい点もあります。

庶務担当土地区画整理課

審議会・委員会等の女性委員の割合を
30％以上となるよう努めます。

令和4年度末の女性委員は1名となっ
ており、女性比率は12.5％です。(任期
2年～7年)

事業実績及び現状(値)

環境課
環境対策担当・
廃棄物対策担
当

審議する事案がある時に2年の任期で
環境審議会を設置します。今回令和4
年10月に環境審議会を設置しました
が、女性登用は9人中3人で、女性登
用率は33％でした。

引き続き女性登用率30％以上の目標
達成の維持に努めます。

令和4年度の実績はありませんでし
た。

委員会の開催時は、女性委員の登用
を進めます。

学校教育課 庶務担当

庶務担当

都市計画審議会委員の任期がＲ4.12.31
まであるため、今年度の目標達成は困難
であるが、次回改選時は女性委員比率
30％を目指します。

教育委員の女性割合は50％です。外
部評価委員会において、女性委員は3
名中1名です。

引き続き女性の参画を意識し、積極的
な登用を進めていきます。

女性比率は現在10％程度です。
改選時にできるだけ女性委員の登用
を呼びかけ、女性比率30％を目標に
引き続き女性委員の登用を進めます。

庶務係担当

消防本部担当の委員会は、苅田町消防
賞じゅつ金等審査委員会があります。審
査委員会の委員長は副町長、委員は町
長部局の課長、消防長、消防次長、消防
団長、学識経験者（町長の任命）なので、
町長の任命により、女性委員の登用を推
進します。

理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値）

改選の結果女性委員が1名増となり、
女性比率は16.7％（委員12名中2名）と
なりました。

委員12名の内、半数（町議会議員4
名、関係行政機関の職員2名）が選出
の際町に裁量のない委員であるが、
可能なかぎり働きかけを行い、目標達
成を目指します。

消防本部

企画推進担当
苅田町総合戦略審議会における女性委
員割合を３０％以上にします。

苅田町総合戦略審議会9.1％（1/11）

苅田町総合戦略審議会の改選があり
関係団体に委員の推薦依頼を行いま
したが、女性の推選はなく、結果、女
性は公募の1名のみとなりました。

農業委員会 農地担当
現在７名で、内女性は１名です。年度内に
農業委員に欠員が生じた場合、積極的に
女性を推薦します。

欠員補充として、女性1名を選任しまし
た。

次回改選時においても、積極的に女
性を推薦します。

都市計画課
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担当課 回答担当

委員6人中、女性委員は0人でした。

登用する際、男女の区別はしていませ
んが、苅田町の文化財保護に関する
有識者に該当する女性がいなかった
ため登用がありませんでした。

生涯学習課
スポーツ・文化
振興担当

上下水道課、建設課、会計課、財
政課、議会事務局、税務課

該当無

公民館運営審議会の女性比率は50％
（5/10名）でした。図書館協議会の女
性比率は50.0％（4/8名）でした。

今後についても30％以上の女性委員
の登用の継続を目指します。

社会教育委員の女性比率30％以上を目
指します。

スポーツ推進審議会の女性比率30％以
上を目指します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

各種団体からの委員の推薦をしてい
ただいているところですが、今後、男女
の割合は変動することが有り得ます。
選出の際に女性の推薦を呼びかけま
す。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

生涯学習課

生涯学習課
文化財保護審議会女性委員0人の状態の
解消を目指します。

公民館運営審議会・図書館協議会の女性
比率について、引き続き3０％以上を目指
します。

■スポーツ推進審議会
　　全委員数　　　 10名
　　内 女性委員数　3名
　　※女性の割合　 30%

スポーツ・文化
振興担当

まちの歴史担当

任期が２年となっており、学校・会社な
どからの派遣については、人事異動に
伴い男性職員が配置されることがあ
り、女性委員の割合に変動が生じま
す。

生涯学習課 生涯学習担当
社会教育委員10人中女性2人で、20％
となっています。
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取り組みの方向 （２）女性の人材育成

具体的施策 8 女性の参画意識の向上

事業内容

担当課 回答担当 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

6月に女性のためのぷちマネープラン
講座を開催し、人生に係るお金の知識
について学びました。
11月に「福岡県男女共同参画センター
あすばる」で開催されたあすばる
フォーラムへの参加希望者を募り、あ
すばるについて知ってもらうため、バス
ツアーを実施しました。

生きていくために必要なお金、法律、
社会制度など、必要な情報を講座や
人権啓発冊子によって啓発していきた
いと考えています。併せて、「福岡県男
女共同参画センターあすばる」につい
ての周知に努めていきます。

当該年度の事業計画及び目標(値）

女性のエンパワーメントのための啓発を
行います。女性のエンパワーメント講座：
年１回

事業実績及び現状(値)

各公民館において女性を対象とした各種
講座を開催します。(1回／年／各公民館）
その際に男女共同参画の意識の向上に
努めます。

女性が、自分の潜在的な能力に気付き、積極的に社会に活かす、参画意識向上のための啓発を行います。

生涯学習課 生涯学習担当
3館で女性を対象とした講座を実施し
ました。

公民館講座は女性の参加が多いの
で、男性の参加も促進したいと考えま
す。
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具体的施策 9 女性リーダーの育成

事業内容

成果指標 9 女性会議または女性のエンパワーメント講座

目標値 年１回

担当課 回答担当 当該年度の事業計画及び目標(値）

新たにリーダー育成に関する講座を実
施できませんでした。

人材育成に関する講座を企画します。

商工・企業立地
担当

生涯学習担当

上下水道課、学校教育課、建設
課、会計課、総合行政委員会事
務局、住民課、子育て・健康課、
消防本部、都市計画課、土地区
画整理課、財政課、企画課、議会
事務局、税務課、農業委員会、環
境課

福祉課 地域福祉担当

第2層協議体への女性参画を配慮しま
す。
研修会等への参加を男女が均衡になるよ
うにします。

生涯学習課

地域関係者が多く参加する地域づくり
セミナーにおいて女性パネリストの意
見を発信することができました。出張
講座についても48区の代表が集まる
場で案内しましたが、実際の受講には
繋がっていない状況であり、各区で人
が集まる機会にあわせた開催の呼び
かけ等が課題です。

講座・研修等の開催案内等を事業所に積
極的に案内し、参加促進を促します。

創業応援セミナーを１回開催しました
が、参加者13名中、女性の参加者が
10名でした。

今後も啓発を継続的に行い女性参加
者増に努めていきます。

交通商工課

全庁

庶務行政担当

地域づくりセミナーでは、パネラーとし
て、町内在住、在職の女性に登壇いた
だき、意見交換を行いました。また、出
張講座について区長連合会会議を通
じて参加を呼びかけました。

女性が、あらゆる分野でけん引役を担うこ
とができるように、リーダー育成の講座・
研修会への参加を積極的に促します。

新型コロナウイルス感染拡大防止の
為、研修等の開催がない為参加を促
すことに繋がりませんでした。

該当無

苅田まちづくりカレッジによる講座の終了
者に対し、新たにリーダー育成に関する
講座を実施するよう努めます。

農政課 農政水産担当 研修等の機会がありませんでした。

女性があらゆる分野でけん引役を担うこ
とができるように、リーダー育成の講座・
研修会について、窓口に来られた方に対
して案内を行うなど、積極的に参加を促し
ます。区長連合会会議、地域づくりセミ
ナー、回覧板にて目的や方針を分かりや
すく伝え、出張講座の利用を促進します。

総務課

女性農村アドバイザーに研修等への参加
を積極的に促します。

女性が、あらゆる分野でけん引役を担うことができるように、リーダー育成の講座・研修会への参加を積極的に促します。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

「福岡県男女共同参画センターあすば
る」で毎年11月の第4週に開催される
あすばるフォーラムへの参加を募り、
バスツアーを実施しました。

住民課人権男女共
同参画室、生涯学習
課

町民に「福岡県男女共同参画センター
あすばる」を知ってもらう機会に努めま
す。引き続き、あすばるや県の取り組
みを広く周知し、講座等への参加を呼
びかけます。

第２層協議体
（小学校区つながり隊メンバー）
片島校区　14名（女性6名）
白川校区　16名（女性1名）
苅田校区　17名（女性13名）
南原校区　21名（女性8名）
与原校区　16名（女性4名）
馬場校区　19名（女性7名）

第2層協議体は地域の生活課題の解
消に向けて協議を行う団体で、令和2
年度より地区福祉計画推進事業として
活動しています。
研修会等の参加については男女が均
等になるよう考慮します。
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施策の方針

取り組みの方向 （１）地域活動における男女共同参画の促進

具体的施策 10 各種団体等における男女共同参画の促進【再掲】

事業内容

消防団に対し、男女共同参画の出張講座
の開催(隔年）を勧めます。

福祉課

②地域活動や様々な分野における男女共同参画の推進

消防本部 庶務係担当

全庁

地域福祉担当

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

事業実績及び現状(値)

5回実施しました。
開催：7/8、7/20、11/17、11/18、12/9
【別紙2】

事業所や各種団体からの申し込みに
応じて出張講座を行いました。受講内
容については、より理解しやすく、興味
の持てる内容となるよう、講師と打ち
合わせを重ねました。新規団体の利用
を促進していきます。
講座開催後には男女共同参画のアン
ケートを実施し、アンケート結果から見
える課題について施策に反映するよう
努めます。

事業所や各種団体などを対象に男女共同参画に関する啓発講座（男女共同参画出張講座）を実施します。講座を通し
て、課題を発見し、施策に反映するよう努めます。

各種団体に対し、男女共同参画出張講座
の利用を促し、男女共同参画について啓
発を行います。利用団体を増やしていけ
るよう呼びかけを行うとともに、毎年同じ
内容にならないよう、新規利用者を開拓
し、定期的に利用して頂けるよう働きかけ
ます。

当該年度の事業計画及び目標(値）担当課 回答担当 理由と今後の課題

農政課

総務課

地域で男女が共に活躍できるように、各
種団体などに対して、男女共同参画推進
に関する啓発、学習機会の提供に努めま
す。町が開催する講座の案内や男女共同
参画の視点にたった活動を促進します。
また、情報の発信方法の改善を行います
（女性に直接ご案内する等）。

苅田町農政補助員に対し男女共同参画
出張講座を実施することで、男女共同参
画に関する啓発を行います。

開催できませんでした。
新型コロナの影響により、開催する事
ができませんでした。今後は定期的な
開催に向け努力いたします。

自治会加入促進検討会の中で、実際
に女性リーダーが活躍した他市町村
の事例を共有しながら、地域活動への
女性参加の現状と必要性について意
見交換をし、積極的な参加を呼びかけ
ました。また、区長連合会会議を通じ
て講座等の案内を行いました。

地域活動の中で女性の参加は多数あ
りますが、女性の自治会役員やリー
ダーは不足しています。女性リーダー
の必要性について地域でも認識してお
り、育成に取り組んでいきたいという方
向性は地域と共有していますが、成果
はあがっていません。

本年度は啓発を行うことが出来ません
でした。

本年度は新型コロナウィルス感染拡大
の防止から各種団体の事業自体が自
粛されたことにより、啓発の機会に繋
がりませんでした。助成団体や行事機
会をとらえて啓発の実施を呼びかけて
いきます。

スポーツ・文化
振興担当

補助金交付団体に対し、男女共同参画出
張講座の利用を促し、男女共同参画につ
いて啓発を行います。

該当無

生涯学習課

庶務行政担当

新型コロナウイルス感染拡大防止の
為、研修等の開催の機会がありませ
んでした。

機会がありまでんでした。農政水産担当

上下水道課、学校教育課、建設
課、会計課、総合行政委員会事
務局、環境課、住民課、子育て・
健康課、交通商工課、都市計画
課、土地区画整理課、財政課、企
画課、議会事務局、税務課、農業
委員会

民生委員児童委員協議会でマイノリ
ティーの人権について～相談に乗るう
えで大事なこと～についての研修を行
いました。

さまざな性的思考があり、偏見や思い
込みが虐待やDVにつながる事を学び
ました。今後も啓発や、研修を実施し
民生委員・児童委員活動に活かしてい
きます。

民生委員児童委員協議会で啓発する機
会を持ちます。
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具体的施策 11

事業内容

様々な分野において女性の参画を推進す
るとともに、女性団体の育成や支援を行
います。また、女性が中心となっているボ
ランティア団体を管轄する担当課との連
携も図っていきます。女性団体の把握（各
課聴き取り調査）を行います。

上下水道課、学校教育課、建設
課、会計課、総合行政委員会事
務局、環境課、住民課、子育て・
健康課、交通商工課、消防本部、
都市計画課、財政課、企画課、議
会事務局、税務課、農業委員会、
土地区画整理課

該当無

人権男女共同
参画担当

地域活動等役員への女性の参画の促進

当該年度の事業計画及び目標(値）

地域活動における男女共同参画の促進
のため、地域の活動を担う方に対して啓
発活動を行います。
引き続き、区長連合会役員会等で地域役
員等への参画について必要性などを紹介
するほか、窓口において積極的にご案内
します。

生涯学習課

地区福祉計画推進団体メンバーの役員に
女性の参画が進むよう助言します。

生涯学習担当

引き続き男女割合に配慮した活動を
支援します。

区長連合会会議や自治会加入促進検
討会の中で、地域での男女共同参画
の必要性等について説明し、講座等
の案内を行いましたが、女性の参画に
は至りませんでした。

まちづくり団体やボランティア団体で
は、比較的女性の参画割合は高く、自
治会活動への女性参画の必要性は認
識いただいていますが、区長や役員等
への登用には至っていません。地域の
女性へ様々な分野への参画を呼びか
けていく必要があります。

全庁

庶務行政担当

回答担当

様々な分野において女性の参画を促進するとともに、女性団体の育成や活動支援を行います。

担当課 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

女性リーダーの育成も含め、女性の活躍
を後押しできる講座の開催に努めます。

延べ71名の女性に講座の講師を依頼
しました。

講師に女性を多く登用することで女性
の社会参画やリーダーの育成に寄与
しています。

農政課 農政水産担当 女性比率は現在5％程度です。
引き続き苅田町農政補助員に対し、女
性の参画を呼びかけます。

苅田町農政補助員への女性の参画を促
進します。

福祉課 地域福祉担当

第２層協議体
（小学校区つながり隊メンバー）
片島校区　14名（女性6名）
白川校区　16名（女性1名）
苅田校区　17名（女性13名）
南原校区　21名（女性8名）
与原校区　16名（女性4名）
馬場校区　19名（女性7名）
〇女性割合は38％です

令和4年度の男女共同参画審議会委
員にも「子育て支援隊にじいろ」および
「翼の会」より参画していただきました。
他の課についても、審議会役員の改
選時に女性の積極的な登用につい
て、庁内システム及び個別に呼びかけ
を行うとともに、委員募集の際に、託児
等を設けることによって、幅広い人材
の確保に繋げることができるよう、審
議会の開催方法についても助言を行
いました。
審議会の委員さんへ町主催の講演会
や講座への参加を呼びかけ、啓発に
努めました。

出張講座への女性団体の参画を求
め、講座の企画内容の充実に努めま
す。
引き続き、町内の女性団体の把握や
他市町村の活動内容などの把握に努
め、様々な分野において女性の参画
が促進されるよう、呼びかけを行いま
す。

総務課

住民課　人権男
女共同参画室

【12/48】



R4実施状況報告書

取り組みの方向 （２）安全・安心のまちづくりにおける男女共同参画推進

具体的施策 12 男女共同参画の視点を取り入れた災害対策

事業内容

成果指標 12

目標値 30%

成果指標 12 消防団の女性団員

目標値 4名消防本部

災害対策に、男女それぞれの多様な視点
や発想が活かされるよう自主防災や防火
活動の取り組みに男女共同参画の視点
を取り入れます。消防団の女性団員　4名

防災担当

担当課

災害対策に、多様な視点や発想が活かされるよう、自主防災や防火活動の取り組みに男女共同参画の視点を取り入れ
ます。

消防本部 庶務係担当

当該年度の事業計画及び目標(値）

防災訓練などの際に女性の視点にたった
意見を取り入れるように努めます。災害対
策に、女性からの視点が活かされるよう、
自主防災組織における女性の役員割合
の増加の重要性を啓発します。

ＨＰや広報誌による加入活動の継続
及びポスターの配布等を実施します。

新規設立自主防災会は0団体
訓練に参加した女性割合37.8％

コロナの影響で訓練の自粛要請があ
りました。自主防災組織7団体が訓練
を実施しました（女性/全体）。
・提区28/75・松原区0/9・猪熊区
12/20・二崎区3/21・桜ヶ丘区13/25・
若久二区13/31・長畑区27/73

総務課危機管理室

総務課　危機管
理室

ＨＰや広報誌等による加入活動を実施
しましたが、前年度と増減は無く、4名
です。

自主防災組織における女性の役員割合

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題回答担当
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Ⅲ　男女が健康で安心して暮らせる環境づくり

～苅田町ＤＶ対策基本計画～

施策の方針 ①DVの防止および被害者の支援

取り組みの方向 （１）DVの未然防止のための取り組みの推進

具体的施策 13 DVの正しい理解の普及

事業内容

成果指標 13

目標値 80％（平成33年度）

成果指標 13 児童虐待とDVの関連について広報誌での啓発

目標値 子育て・健康課 年１回

ＤＶの正しい知識の普及にむけて啓発を
進めます。広報やホームページにDVに該
当する行為や相談先を掲載し、DVの正し
い知識の普及に向けて啓発を進めます。

当該年度の事業計画及び目標(値）

住民課人権男女共同参画室

担当課 回答担当

児童虐待防止の中の面前DV等につい
て、年に1回広報に掲載して啓発を行
ないました。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

児童虐待防止のため、子どもへの面前
DVについて、年に１回、広報に掲載して
啓発を行います。

子育て・健康課

基本目標

町民に、いかなる暴力も許容しない意識が醸成されるよう、ＤＶの正しい知識の普及に向けて啓発を進めます。

『げんこつや身体を傷つける可能性のあるもので、殴るふりをしておどす』ことを暴力だと認識する人の割合（男女共同参
画意識調査）

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

内閣府「女性に対する暴力をなくす運
動」期間にホームページにてDVについ
ての正しい知識を広く周知し、電話相
談やSNSでの相談窓口について案内
しました。
また、女性の人権ホットラインについて
も強化週間に合わせ広報誌・ホーム
ページにおいて周知しました。
「STOP！DV」啓発カードについて町内
公共施設等配布し、啓発に努めまし
た。

DVへの正しい知識を定期的に一般に
広く周知するよう、努めます。

面前ＤＶについても、心理的な児童虐
待として上がるようになってきたため、
周知を行い児童虐待の早期発見を行
います。

子ども家庭相談
担当
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具体的施策 14 若年層などへの教育、啓発

事業内容

成果指標 14 デートDVについて「言葉も内容も知っている」人の割合（男女共同参画意識調査）

目標値 50％（平成33年度）

成果指標 14 中学校・高等学校でのデートDVや性犯罪、セクシュアル・ハラスメントの予防啓発

目標値 年3回

担当課

取り組みの方向 （２）DV相談体制の充実

具体的施策 15 DV防止に関する情報提供や相談窓口の周知

事業内容

引き続き若年層に向けた周知に力を
入れます。

住民課人権男女共同参画室

当該年度の事業計画及び目標(値）

苅田中学校、新津中学校、福岡県立苅田
工業高等学校でのデートDV予防講座を
行います。

理由と今後の課題

ホームページやFacebookからの情報発信
によって若い世代に対し男女平等教育を
通じて暴力の防止やデートDVなどの予防
に関する啓発を進めます。

事業実績及び現状(値)

かんだ女性ホットラインや配偶者暴力相談支援センターなど、DV相談窓口の情報が必要な人に届くよう、周知に努めま
す。

理由と今後の課題担当課 回答担当 事業実績及び現状(値)

ホットラインカードについて、定期的な
補充を行います。
町内施設にホットラインカードを配布
し、民間の事業所等の協力及び民生
委員への協力等仰ぎ、配布箇所の拡
大にも努めました。

かんだ女性ホットラインや配偶者暴力相
談支援センターなど、DV相談窓口の情報
が必要な人に届くよう、周知に努めます。
かんだ女性ホットラインの案内カードを、
学校、町公共施設の女性トイレに設置し
定期的に補充します。また、広報誌にてか
んだ女性ホットラインを案内します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

広報かんだにてかんだ女性ホットライ
ンを定期的に案内しました。
かんだ女性ホットラインの案内カードに
ついて、町内施設の女性トイレに設置
し定期的に補充しました。
町人権啓発冊子「しおさい」付録人権
相談ナビにもかんだ女性ホットライン
について掲載し、配布しました。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

町内の中学校・苅田工業高校での
デートDV予防講座を開催しました。
7/8新津中学校3年生、11/18苅田中
学校2年生、11/17苅田工業高校全校
生徒に講座を行ないました。

若い世代に、いかなる暴力も許容しない意識が醸成されるよう、男女平等教育を通じて暴力やデートDVなどの予防に関
する啓発を進めます。

回答担当

人権男女共同
参画担当

内閣府「女性に対する暴力をなくす運
動」期間にホームページにてDVについ
ての正しい知識を広く周知し、電話相
談やSNSでの相談窓口について案内
しました。
また、女性の人権ホットラインについて
も広報誌・ホームページにおいて周知
しました。

中学生、高校生と若年層に働きかける
ことができることは非常に有意義であ
り、受講後のアンケートでも生徒・教師
の高い理解度が得られています。引き
続き啓発に努めます。

住民課人権男女共同参画室

住民課　人権男
女共同参画室
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具体的施策 16 相談体制と連携体制

事業内容

具体的施策 17 相談員の資質向上

事業内容

成果指標 17 DV被害者保護関係者並びに関係課所職員研修

目標値 年1回

職員や相談員が高い技術で相談にあたれるよう、研修などを通して相談の質の向上に努めます。

相談体制の充実と、被害者の負担軽減につながる相談ネットワークを構築します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

かんだ女性ホットラインによる相談体制の
充実と、被害者の負担軽減に繋がる相談
ネットワークを構築します。かんだ女性
ホットラインの案内カードを、学校、町公共
施設の女性トイレに設置し定期的に補充
します。また、広報誌にてかんだ女性ホッ
トラインを案内します。

当該年度の事業計画及び目標(値）担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

相談を受ける事が考えられる各課職員や
相談員が高い技術で相談に従事できるよ
う、専門性のある研修に参加します。また
スーパーバイザーの指導を仰ぎ、相談体
制の質の向上に努めていきます。そのう
えで、スーパーバイザーによる指導を取り
入れ、相談業務の振返り、事務手続きの
見直し等行います。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

DV防止庁内連絡会議を開催し、窓口
業務に従事する担当係長に対し、DV
被害者への正しい理解の啓発に努め
ることを目的に、福岡県女性相談所主
催「DV被害者支援のための市町村職
員研修会」にオンラインにて参加して
いただき、関係各課へ県の取組等を
はじめとした情報提供を行ない、庁舎
内の協力と連携を図りました。
各課と女性相談との連携を図り、要保
護児童地域対策協議会・ふくしの相談
庁内ネットワーク会議への定期的な出
席やケース会議を開催するなど、ネッ
トワークの構築を進めました。
住民基本台帳支援措置希望者にDV
被害者との関連性が高いため、支援
措置の問い合わせの窓口を人権男女
共同参画室で受け付けるよう、住民課
総合窓口担当と連携し、体制を整備し
ています。

引き続き、被害者にとってより利便性
の良い、ネットワークの構築に努めま
す。
かんだ女性ホットラインについての周
知に努めます。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

女性相談員の受ける相談内容につい
ては、スーパーバイザーによるスー
バーバイズを受けることで、業務の振
り返りによる相談体制の強化を図るこ
とに努めました。
ひと月当たりの相談件数の増加に伴
い、相談員のメンタルヘルス等につい
ても、スーパーバイザーより助言等を
受けました。
関係各課の窓口で対応する職員に対
し、DV等女性相談への理解を求め、
協力・連携を図っていけるようにDV防
止庁内連絡会議開催時に福岡県女性
相談所主催の研修を受講しました。
要保護児童地域対策協議会・庁内
ネットワーク実務者会議にも参加し、
庁舎内の連携に努めました。

引き続き研修やスーパーバイズによっ
て相談員の専門性を高めることができ
るよう、努めます。
窓口で対応する職員に対し、DV等女
性相談への理解を求め、協力・連携を
図っていけるように研修を実施します。

住民課人権男女共同参画室

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

【16/48】



R4実施状況報告書

取り組みの方向 （３）DV被害者保護対策の充実

具体的施策 18 被害者の早期発見のための啓発

事業内容

成果指標 18 民生委員会議での要請　

目標値 福祉課 年１回

成果指標 18 園長会議での要請　

目標値 子育て・健康課 年１回

成果指標 18 校長会での要請　

目標値 学校教育課 年１回

成果指標 18 毎年11月のDV防止週間に関係各所への啓発・情報提供

目標値 年１回

担当課 回答担当

子育て・健康課
子ども家庭相談
担当

児童虐待の早期発見のための広報を
広報かんだ及び町ホームページに掲
載しました。

全庁

さまざな性的指向があり、偏見や思い
込みが虐待やDVにつながる事を学び
ました。今後も啓発や研修を実施し民
生委員・児童委員活動に活かしていき
ます。

住民課人権男女共同参画室

人権男女共同
参画担当

11月12日から25日の「女性に対する暴
力をなくす運動」の期間に広報誌・HP
にて啓発を行いました。
DV防止庁内連絡会議を開催し、窓口
業務従事者にDV被害者への正しい理
解を求め、早期発見、支援のための通
報努力義務の周知を行いました。

次年度も継続して窓口対応関係課職
員を対象にDV防止庁内連絡会議を開
催し、各課の担当者にDVの知識や対
応の注意点などを啓発し、連携を図っ
ていきます。

理由と今後の課題

学校教育課 学校教育担当

校長会において、人権男女共同参画
室より、DV防止のため、苅田町女性
ホットラインについての周知や協力連
携を呼びかけていただく機会を設けま
した。
各中学校でデートＤＶ講座を行いまし
た。

引き続き住民課人権男女共同参画室
と積極的に協力し、DVの予防・防止に
努めて行きます。

住民課人権男女共同参画室による校長
会でのＤＶ防止法に基づく通報努力義務
の周知や啓発ができるように日程調整等
に努めます。
中学校でデートＤＶ講座を実施します。

ＤＶ被害者が利用する可能性の高い窓口
のため、全職員の意識を高めていきま
す。そのうえで、ＤＶ被害者として疑われる
家庭への対応について、課内で情報共有
をします。

住民課 保険年金担当

園長会議では要請していませんが、
個々の園長と家族への対応を話し
合っています。

DVは児童虐待とかかわりが深いた
め、保育園との連携が必要となりま
す。関係機関と連携し、情報提供及び
情報共有を行いました。今後園長会議
にて年1度要請し、連携体制の強化に
努めます。

民生委員児童委員協議会でマイノリ
ティーの人権について～相談に乗るう
えで大事なこと～についての研修を行
いました。

当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値)

福祉課

住民課　人権男
女共同参画室

潜在化しやすい被害者を早期に発見し、支援できるよう、DV防止法に基づく通報努力義務の周知や啓発に努めます。

全国的に児童虐待が増加しているた
め、住民の意識の向上を図り児童虐
待の早期発見を行うため引き続き掲
載します。

保育園の園長会議において、DVの被害
者として疑われる家族への対応につい
て、意思統一をします。年１回園長会議で
要請します。

地域福祉担当

潜在化しやすい被害者を早期発見、支援
するための通報努力義務の周知を行いま
す。また、ＤＶ被害者が利用する可能性の
高い窓口職員の意識を高めていきます。
ＤＶ被害者保護関係者並びに関係課所職
員に研修を周知し、共に研修に参加しま
す。

民生委員児童委員協議会で啓発する機
会を持ちます。

児童虐待の早期発見のための広報を年1
回広報かんだに掲載します。
児童虐待ダイヤルを広報かんだに月1回
掲載します。

子育て・健康課 子育て支援担当

達成できました。情報共有をしていま
す。

研修などに参加した資料を係内で情
報共有しています。
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関連の研修会等があれば職員を参加さ
せ、支援についての必要な情報収集・課
内共有にも努めます。

該当無

課内で情報共有を徹底しています。
住宅に困っている原因を、聞いてＤＶ
被害者の可能性がある場合、女性相
談へ案内をしています。

ＤＶ被害者の可能性までは、詳しく事
情を聞かないとわからないのが現状で
す。

ＤＶ被害者として疑われる家庭への対応
について、課内で意思統一をします。

出納担当 参加していません。
参加できる研修の機会がありませんで
した。

上下水道課 下水道業務担当
課内でＤＶ被害者の対応について、情
報を共有しています。

研修会に積極的に参加をする必要が
あります。

研修会に積極的に参加していきます。

担当課 回答担当 当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

都市計画課 建築担当

会計課

建設課、税務課、財政課、企画
課、農政課、生涯学習課、議会事
務局、総合行政委員会事務局、
総務課危機管理室、環境課、交
通商工課、農業委員会、土地区
画整理課、消防本部
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具体的施策 19 被害者保護のための関係機関との連携

事業内容

成果指標 19 DV防止庁内連絡会議

目標値 年１回

今後も、連絡会議には積極的に参加
するようにし、情報の共有に努めま
す。

ＤＶ被害者（母子）の支援と保護のため
に必要時関係機関と連携し、ケース会
議等を実施しました。

担当課

全庁

税務課

福岡県の各部署、近隣市町村、町内各部
署や関係団体などと連携して被害者保護
に取り組みます。ＤＶ防止庁内連絡会議を
年１回以上開催し、関係課所との連携を
図ります。

DV防止庁内連絡会議に参加し、内容
等は課内で回覧・共有しました。

当該年度の事業計画及び目標(値）

全職員の意識を高め、早期発見被害者保
護に努めます。ＤＶ被害者の対応につい
ては、関係機関と連携して対応していきま
す。

福岡県の各部署、近隣市町村、庁内各部署や関係団体などと連携して被害者保護に取り組みます。

住民課人権男女共同参画室

人権男女共同
参画担当

警察署や婦人相談員、女性相談所、
京築保健福祉環境事務所などが開催
する連絡協議会に積極的に参加し、連
携を図りました。
町内で行なわれる要保護児童対策地
域連絡会議にも参加し、関係部署との
連携を図りました。
庁舎内でDV防止連絡会議を開催し、
協力・連携を図りました。
福祉課の庁内ネットワーク実務者会議
に参加し、庁内ネットワークの強化に
努めました。

引き続き、関連部署との連携を図り、
被害者保護に取り組みます。

ＤＶ被害者の対応について、課内職員
の意識をより高める必要があります。

町民税担当

住民課　人権男
女共同参画室

個別ケース会議を行うことで、各関係
機関との情報共有や連携が図りやすく
なり、家庭等への具体的対応について
役割分担を行なことが出来ました。

DV（虐待）であっても、高齢者や障が
い者の場合、介護疲れによるものなど
については、レスパイト目的のサービ
スの導入を促したり、介護者の精神状
況や介護能力の状況を見極める必要
があることから、関係者との連携構築
が重要です。軽度でも認知症や身体
介助を要する場合であれば、すぐに受
け入れ先は見つかるが、症状のない
方は受け入れが困難であることが以
前からの課題です。

子育て・健康課
子ども家庭相談
担当

DV防止庁内連絡会議に参加します。

理由と今後の課題回答担当 事業実績及び現状(値)

上下水道課
下水道業務担
当

ＤＶ被害者の対応については、関係課
等と連携して対応しています。

庁内各部署や関係機関等と連携して被害
者の保護に努めます。
女性相談員との連携によりできるだけワ
ンストップで支援が行えるように努めま
す。

住民課 総合窓口担当

福祉課

地域福祉担当、
高齢者福祉担
当、障がい福祉
担当、介護保険
担当

担当係長と担当者がDV防止庁内連絡
会議に出席しました。

必要時には各担当と担当者同士で連
携をとって、より被害者保護が進むよ
うにしています。

(地域福祉担当）
「ふくしの総合相談」庁内ネットワーク
実務者会議を毎月1回開催しました。
（高齢者担当）
高齢夫婦間のDV相談が7件ありまし
た。うち2件は分離、1件は虐待案件と
して見守り継続、2件は相手に対する
不満を募らせている案件（被害妄想）、
2件は経済的にも自立可能であるた
め、女性相談など関係機関へつない
でいます。
(障がい担当）
高齢者DV案件のうち、1件が障がい者
の夫からの暴力被害であるため、高齢
者担当と連携して見守りを継続してい
ます。

学校教育課 学校教育担当
要保護児童対策地域協議会に出席し、情
報を共有します。

要保護児童対策地域協議会に毎月出
席し、必要に応じて学校での情報等を
確認、提供するなど、情報交換を行い
ました。

引き続き支援のために必要な、各連
携・情報共有に努めていきます。

DV防止庁内連絡会議に参加し、関連課と
の連携を深めます。

被害者の支援及び保護のために随時関
係機関とケース会議を行います。
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建築担当

救急現場等でＤＶ被害者を発見したとき
は、医療機関等と情報共有を行い対応し
ます。

都市計画課

はたちの集い開催の際には、住民課人権
男女共同参画室と連携し、被害者保護に
取り組みます。

「ＤＶ防止庁内連絡会議」による情報を共
有します。状況把握と対策を学びます。

庁内連絡会議等、参加予定です。

生涯学習課 生涯学習担当

成人式に関する通知や当日受付簿等
から、保護対象者の情報の流出が
あってはならないため引き続き取り組
みます。

消防本部

会計課、総務課危機管理室、交
通商工課、財政課、企画課、土地
区画整理課、建設課、農政課、議
会事務局、環境課、農業委員会

該当無

庶務係担当

案内通知郵送の際や名簿作成の際
は、住民課人権男女共同参画室と連
携し、被害者保護に取り組みました。

総合行政委員
会事務局

選挙担当
支援措置関係部署との連携を図り、選挙
人名簿作成時に、DV被害者の情報に漏
れのないよう徹底します。

住基ロック対象者名簿は厳重に保管
し、選挙人名簿作成時、担当者のみが
閲覧し事務処理するよう徹底していま
す。

名簿保管場所について、担当者が適
切に管理しています。

ＤＶ被害者の発見はありませんでし
た。

今後も事業を推進いたします。

新しい情報を取り入れ対策を講じたい
と思います。

担当課 回答担当 当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題
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取り組みの方向 （４）DV被害者の自立支援

具体的施策 20 被害者等の個人情報の保護

事業内容

担当課から適宜提供される不開示等
対象者名簿を活用し、システムに反映
させるなど、情報保護に努めていま
す。
通知等の発送の際は名簿を利用して
二重確認を行うなど情報の保護に努
めています。
なお名簿は管理職が管理し、取扱い
時は申し出をしなければならない仕組
みにしています。

実績はありませんが、DV防止庁内連
絡会議資料については回覧により情
報共有しています。

被害者の個人情報に細心の注意を払
い窓口業務等を行なっており、被害者
の個人情報に関するトラブル等は発生
していません。

DV防止庁内連絡会議での連携・情報
を活かし、より個人情報の厳重な管理
を行えるよう、努めます。
また、住基ロック希望者への対応体制
について、改善点があれば体制の見
直しを図ります。

担当課 回答担当

税務課 町民税担当

理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

個人情報については、鍵のかかる場
所等に保管し、安易に外に持ち出せな
いようにしています。

庶務行政担当

（全庁）

今後も個人情報の取扱いについて職
員に周知し、情報管理を徹底します。

福祉課

今後も法令順守に努めます。

引き続き被害者の個人情報に細心の
注意を払いトラブル等発生しないよう
に努めます。

総務課

早期発見から自立支援のあらゆる過程において、被害者とその同伴家族の安全確保のため、個人情報の厳重な管理を
行います。

人事異動に伴う業務の引継ぎの際に
は重点項目として取扱い、周囲の職員
も注意を払う必要があります。

子育て・健康課 子育て支援担当

地域福祉担当、
高齢者福祉担
当、障がい福祉
担当、介護保険
担当

事業実績及び現状(値)

人権男女共同
参画担当

生活安全担当
個人情報の取り扱いについては、今後
も厳重な管理を行います。

被害者の現住所に係る個人情報を適
切に取り扱うよう細心の注意を払い、
情報管理を徹底しました。

総務課　危機管
理室

住民基本台帳支援措置対象者につい
て名簿を作成の上、各課へ通知し、事
務処理等の過程で支援が継続して行
われるよう、協力・連携を図りました。
また、早期発見の観点から、住民基本
台帳支援措置希望者への対応につい
て、引き続き住民課と協議し、体制の
強化を図りました。

早期発見から自立支援のあらゆる過程に
おいて、被害者とその同伴家族の安全確
保のため、個人情報を厳重に管理しま
す。全庁的にＤＶ被害者の周知を迅速・正
確に行い、被害者宛の通知文書やアン
ケートの発送を規制している対象者にも
れ等ないか確認を徹底します。

配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律や苅田町個人情報保
護条例等に基づき情報の保護に努めま
す。ＤＶ被害者等の対応について、課内で
意思統一をします。

DV被害者に限らず、個人情報の管理に
は細心の注意を払い、適切に管理しま
す。課で保存されている個人情報の管理
を適切に行います。

被害者の個人情報に細心の注意を払い、
適切に取り計らうよう情報管理を徹底しま
す。

ＤＶ被害者と同伴家族に対する２次被害
防止のため、通知文書等の発送に配慮し
ます。通知文書を発送する際、ＤＶ被害者
宛がないか再度確認します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

被害者の現住所に係る個人情報を適切
に取り扱うよう細心の注意を払い、情報管
理を徹底します。
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引き続き、DV庁舎会議等で個人情報
の管理について情報を求め、各課と連
携を図り厳重な管理を行います。

回答担当担当課

国保年金担当住民課

建設課、財政課、企画課、会計
課、環境課、交通商工課、農政
課、土地区画整理課、議会事務
局、農業委員会、生涯学習課

管理を行いました。庶務係担当

該当無

学校教育担当

名簿保管場所について、執務室内に
鍵のかかる棚がないため、担当者が
別途保管しているため、セキュリティー
上の不安があります。

理由と今後の課題

総合行政委員
会事務局

下水道業務担当
DV関係者への対応について課内で意思
の統一を確認します。

課内で意思統一を図るため、ＤＶにつ
いての研修会に参加する予定でした
が、参加できませんでした。

自発的に研修会に参加して、自己啓
発を高め、課内での意思統一を図りま
す。

今後も事業を推進いたします。

個人番号照会の際、細心の注意を
払っています。

ＤＶ被害者の個人情報保護に取り組
みたいと思います。

事業実績及び現状(値)

都市計画課

人権男女共同参画室・住民課からの
要支援世帯の情報を基に個人情報の
流出に注意するとともに、個人情報に
ついては鍵付きロッカーで管理しまし
た。DVが疑われる案件については、関
係部署等と連携をし、十分な配慮を行
いました。

学校教育課

消防本部

ＤＶ被害者と同伴家族に対する二次被害
について課内で考え、意思統一します。保
険証を発送する際、ＤＶ被害者宛がない
か確認を再度徹底します。

ＤＶ被害者の個人情報が外部に漏れない
ように細心の注意を払い、鍵付きのロッ
カーに保管します。

住民課人権男女共同参画室と連携し、小
中学校に通っているＤＶ被害者の子ども
たちの個人情報の厳重な管理を行いま
す。ＤＶ被害者関係の個人情報について
は、鍵付きロッカーで管理し、異動時等、
住民課との連携を図ります。

達成できました。
保険証を発送する際、ＤＶ被害者宛が
ないか確認を再度徹底します。

建築担当

上下水道課

選挙担当
支援措置関係部署との連携を図り、選挙
人名簿作成時に、DV被害者の情報に漏
れのないよう徹底します。

住基ロック対象者名簿は厳重に保管
し、選挙人名簿作成時、担当者のみが
閲覧し事務処理するよう徹底していま
す。

被害者と同伴家族の安全確保のため、消
防で知りえた個人情報の厳重な管理を行
います。

当該年度の事業計画及び目標(値）
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具体的施策 21 DV被害者の自立にむけた支援の充実

事業内容

成果指標 21 要保護児童地域対策協議会実務者会議

目標値 月１回

被害者とその同伴家族が、安全で安心して生活が再建できるよう、さまざまな観点から切れ目のない支援を行います。

子育て・健康課

庁内連絡会議等、参加予定です。

今後も、庁内ネットワークでより一層の
情報共有を行い、関係機関とも連携し
ながら包括的な支援に努めます。

都市計画課

外部機関との連携により必要な支援に努
めます。問題が複合化しているケースが
多いので、庁内ネットワークなどで支援内
容を整理して支援を組み合わせてスムー
ズに対応できるよう努めます。

「ＤＶ防止庁内連絡会議」による情報を共
有します。状況把握と対策を学びます。

ＤＶ防止庁内連絡会議に出席します。

建築担当

複合化しているケースを庁内ネット
ワークで情報を共有、また関係機関と
も協議をしながら適切な支援を行いま
した。

上下水道課 水道業務担当

新しい情報を取り入れ対策を講じたい
と思います。

子育て・健康課

総務課　危機管
理室

防災担当
避難所が開設される際には、被害者家族
の状況を人権男女共同参画室と連携して
把握し、安全の確保に努めます。

避難所開設の際には、住民課人権男
女共同参画室と連携を図り、該当者の
有無を把握しました。

引き続き、避難所開設の際には人権
男女共同参画室との連携を図り、男女
共同参画の視点を取り入れた、安全・
安心の確保に努めます。

必要があれば、その都度住民課人権男女
共同参画室と連携し住基ロックの手続き
を行います。

理由と今後の課題回答担当

被害者と同伴家族の個人情報を整理し、
切れ目のない支援ができるよう各課と協
力します。要保護児童地域対策協議会実
務者会議に月１回出席します。

福祉課 地域福祉担当

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

要保護児童地域対策協議会実務者会
議に月１回女性相談員が出席し、関係
部署との連携を図っています。
庁内ネットワーク実務者会議にも月1
回参加し、連携強化に努めています。
随時ケース会議が開催される際にも
連携・協力しています。

被害者とその家族が関わっている関
係部署との連携を図り、細やかな支援
ができるように努めます。

子ども家庭相談
担当

要保護児童対策地域協議会を月1回
開催しました。

各関係機関の担当者が集まって、要
保護児童家庭についての情報共有と
役割の確認を行い的確な対応が取れ
るようにするため、開催に努めます。

要保護児童対策地域協議会を月1回実施
します。

住民課 総合窓口担当
概ね達成できました。
住民課人権男女共同参画室と連携し
て事務を遂行しました。

ＤＶ防止庁内連絡会議に出席しまし
た。

全庁

事業実績及び現状(値)当該年度の事業計画及び目標(値）担当課

引続き、職員の意識を高めるため注意
していきます。

引き続き、住基ロックの手続きの申し
出がある場合は、速やかに住民課人
権男女共同参画室と連携を図ります。
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当該年度の事業計画及び目標(値）

要保護児童対策地域協議会に毎月出
席し、情報を共有しました。また、指導
主事、SSW、学校が連携し被害者保護
への取り組みを行いました。

引き続き、庁内各部署や学校と連携し
て被害者保護に取り組みます。

財政課、企画課、税務課、環境
課、土地区画整理課、交通商工
課、建設課、農政課、会計課、議
会事務局、総合行政委員会事務
局、生涯学習課、消防本部、農業
委員会

事業実績及び現状(値)

学校教育課 学校教育担当
要保護児童対策地域協議会に出席し、情
報を共有します。庁内各部署や学校と連
携して被害者保護に取り組みます。

該当無

理由と今後の課題担当課 回答担当
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施策の方針 ②性に関するあらゆる暴力の根絶

取り組みの方向 （１）性暴力の防止と被害者の支援

具体的施策 22

事業内容

成果指標 22

目標値 年３回

担当課 回答担当

総務課危機管理室と連携し、学校や保護
者に対し不審者に関する情報提供を行い
ます。

夜間パトロールを４回実施予定でした
が、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により２回実施となりました。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

性犯罪など被害防止に向けた啓発

住民課人権男女共同参画室

中学校・高等学校でのデートDVや性犯罪、セクシュアル・ハラスメントの予防啓発【再掲】　

女性の被害者が相談しやすい窓口などの
情報提供を行います。苅田中学校、新津
中学校、福岡県立苅田工業高等学校で
のデートDV予防講座を行います（ 3回/
年）。社会を明るくする運動に参加し、街
頭啓発に努めます。

生活安全担当

性犯罪の防止に向けた取り組みを推進し
ます。警察や地域住民とともに危険箇所
のパトロールや県や警察が作ったチラシ
などを利用して、町内の施設などに配架し
ます。

住民課　人権男
女共同参画室

夜間パトロールのような参加型の防犯啓発など、町民や関係機関と連携して、性犯罪などの被害防止啓発を進めます。

学校教育課 学校教育担当

各学校や関係機関に不審者に関する
情報提供を行いました。被害が発生し
た個所については、青パトによる見回
りを強化しました。

当該年度の事業計画及び目標(値）

警察や団体と連携して、地域の防犯に
力を入れています。新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響により夜間パト
ロールの回数が少なかったため、今後
の開催には、広く参加者の呼びかけを
行う必要があります。

苅田中学校２年生、新津中学校３年
生、苅田工業高校にてデートDV予防
講座を行いました。
啓発活動について、内閣府「女性に対
する暴力をなくす運動」や全国一斉
「女性の人権ホットライン」について広
報誌・ホームページに掲載を行いまし
た。
社会を明るくする運動に参加し啓発物
品を街頭啓発にて配布しました。

定期的な活動が最も効果的であるた
め、引き続き街頭啓発や広報誌等で
の啓発をするとともに、出張講座を開
催します。女性の支援事業を通じて、
DVや性犯罪、セクシュアル・ハラスメン
トの予防啓発に努めます。

人権男女共同
参画推進担当

不審者情報に関しては、今後も速やか
な連携の下、情報提供を行います。性
犯罪に関するチラシなど、各関係部署
からの配布がある場合にも積極的に
協力し、啓発に努めます。

総務課　危機管
理室
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具体的施策 23 性暴力被害者への支援

事業内容 女性の被害者が相談しやすい窓口などの情報提供を行います。

担当課 回答担当

取り組みの方向 （２）セクシュアル・ハラスメントの防止と対策の充実

具体的施策 24 セクシュアル・ハラスメントの防止のための啓発

事業内容

担当課 回答担当

具体的施策 25 関係機関との連携

事業内容

担当課 回答担当

事業実績及び現状(値)

セクシュアル・ハラスメントをはじめとしたハラスメントを許容しない意識が醸成されるよう、正しい知識の啓発を進め、相談
窓口などの情報提供を行います。

セクシュアル・ハラスメントの被害防止や被害者支援について、啓発・相談など関係機関と連携して取り組みます。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

理由と今後の課題

福岡福祉労働部労働局による「改正
育児・介護休業法等説明会＆ハラスメ
ント防止研修会」について、人事担当
職員及び消防本部総務課職員にて視
聴し、ハラスメントの予防啓発を行いま
した。
町内事業所においてハラスメント防止
研修を取り入れていただきました。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

町内施設にかんだ女性ホットラインの
カードを設置しました。
広報かんだやホームページを通じて、
かんだ女性ホットラインの周知を行い
ました。
女性の支援事業として、生理用品を用
意することが困難な方へ無償配布の
実施を行う際に、かんだ女性ホットライ
ンカードを同封しました。

各カードの補充の見回りの回数を増や
し、広報誌への掲載も定期的に行って
いきます。
県の啓発カードや冊子なども利用し
て、引き続き情報提供に努めます。
女性の支援事業についても引き続き
情報提供を併せて行います。

住民課　人権男
女共同参画室

当該年度の事業計画及び目標(値）

人権男女共同
参画担当

今後も継続的に啓発に努め、ハラスメ
ントを許容しない体制作りを行っていき
ます。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

女性相談への令和４年度セクシャル・
ハラスメントによる相談件数は0件でし
た。
DVについての相談件数は225件となっ
ており、モラルハラスメントについての
相談がありました。
各種ハラスメントの被害防止のため、
正しい知識の啓発に努めます。併せて
職員への啓発に努めました。

かんだ女性ホットラインのカードの配
布範囲を広げる等により、被害者へ支
援の情報が届くよう努めます。
支援として関係機関との連携を図れる
ように取り組みます。
関係機関へ各種ハラスメントについて
人権啓発紙や職員研修及びオンライ
ン等活用し啓発に努めます。

女性の被害者が相談しやすい窓口などの
情報提供を行います。性暴力被害者支援
センターふくおかや福岡県警察などの相
談窓口についてホームページへの掲載・
パンフレットの設置などにより、情報提供
を行います。

セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラ
スメント防止や被害者支援のための研修
や啓発を行います。

セクシュアル・ハラスメントの被害防止や
被害者支援について、啓発・相談など関
係機関と連携して取り組みます。

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）
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施策の方針 ③生涯にわたる心身の健康づくり【第3条】

取り組みの方向 （１）リプロダクティブ・ヘルス／ライツについての理解・知識の浸透

具体的施策 26 人権を尊重した性、性感染症に関する教育･啓発

事業内容

具体的施策 27 女性の心身の健康に関する情報提供・啓発

事業内容

子ども家庭相談
担当

ＨＩＶ/エイズ、性感染症について、健康
に与える影響や予防について、パンフ
レットの配布やポスターの掲示など啓
発に取り組みました。必要に応じて県
の相談事業につないでいます。

ＨＩＶ/エイズ、性感染症について、健康
に与える影響や予防について情報提
供を行なうことで、妊娠・出産などに向
けて健全な母性の発達を促します。

学校教育担当
各中学校にてデートDV防止講座を実
施する際に教職員も受講しました。

生徒が人権を尊重した性と身体に関
する教育を受け、正確な知識と情報が
得られるよう、教職員においても研修
受講に努めます。

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

子育て・健康課

引き続き、啓発の機会を検討し、広く
周知に努めます。また、各小中学校と
も情報提供等を通じ、連携を図りま
す。

学校教育課

子育て・健康課

当該年度の事業計画及び目標(値）

思春期教育や性教育に関する事や、性感染症の影響や予防について講師や教材の情報提供・啓発を行います。若者や
子どもたちが、人権を尊重した性と身体に関する教育を受け、正確な知識と情報を得られるようにします。

産前産後・更年期等の健康に関する情報や啓発講座について、女性のあらゆるライフステージにおいての健康とその権
利が尊重されるよう、現状に応じた施策を充実します。

子ども家庭相談
担当

両親学級、赤ちゃん訪問、各種健康教
室を通して女性の健康に関する情報
提供や啓発を行いました。
両親学級では、父親の受講も促し家事
育児の参加について啓発しています。
（年４回実施）

出産前から父親の育児参加を促すこ
とにより、出産・育児に向けての父親と
しての役割を再認識してもらう為実施
します。

両親学級、赤ちゃん訪問、各種健康教室
を通して女性の健康に関する情報提供や
啓発を行います。

担当課 回答担当

住民課人権男女共同参画室と連携し、資
料や研修講師の紹介など情報提供を行
います。各学校で、事業内容に沿った内
容で学校職員研修を実施することに努め
ます。

ＨＩＶ/エイズ、性感染症について、健康に
与える影響や予防について、パンフレット
の配布やポスターの掲示など啓発に取り
組みます。必要に応じて県の相談事業に
つなぎます。

苅田中学校２年生、新津中学校３年
生、苅田工業高校全校生徒を対象に
デートDV予防講座を行いました。
また、昨年に引き続き、女性の支援事
業として、新型コロナウイルス感染症
の影響による経済的な理由等により、
必要な生理用品を用意することが困
難な方へ、無償配布を実施するととも
に、生活やその他女性が抱える様々
な悩みについて相談することができる
窓口（かんだ女性ホットライン）につい
て周知しました。
第3次苅田町男女共同参画行動計画
策定の際には、具体的施策の中に年
代に応じた性教育の実施について積
極的な取り組みとなるよう、盛り込みま
した。

当該年度の事業計画及び目標(値）

中学校でのデートDV予防講座の中で情
報提供・啓発を行っています。
また、昨年に引き続き、女性の支援事業と
して、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる経済的な理由等により、必要な生理
用品を用意することが困難な方へ、無償
配布を実施するとともに、生活やその他
女性が抱える様々な悩みについて相談す
ることができる窓口（かんだ女性ホットライ
ン）について周知します。
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取り組みの方向 （２）ライフステージに配慮した男女の健康支援

具体的施策 28 主体的に取り組む健康づくり

事業内容

成果指標 28 男女別町民特定健診受診率　

目標値 住民課 男女とも60％以上

担当課 回答担当 理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値)

男女ともに受診しやすい環境を整えま
す。

生涯学習課 生涯学習担当

各公民館において健康体操や健康管
理に関する講座を実施しました。また、
公民館で自主的に行われている「朝の
ラジオ体操」を支援しました。内容に
よっては、女性限定になる講座もあり
ました。

健康講座は男性が参加を遠慮する傾
向があります。男性が参加しやすい内
容の検討が必要です。

住民課 国保年金担当
男34.1％（808人/2,367人）、女40.1％
（1,110人/2,766人）で達成できません
でした。

新型コロナ感染症拡大により個別健
診日が変更となったことにより受診率
が下がりましたが、今後は受診率向上
へ向けて努力します。

特定健診（8月～10月）、特定保健指導、
がん検診（10月～11月）成人歯科健診（8
月～10月）を実施し、年代及び性別別の
実施状況を把握します。

男女ともに60％の受診率を目指します。

子育て・健康課 健康サポート担当

特定健診（9月～10月）、特定保健指
導、がん検診（10月～11月）成人歯科
健診（8月～10月）を実施しました。
●特定健診受診者
：男性810人（40代49人、50代69人、60
代280人、70-74歳412人）
：女性1135人（40代67人、50代95人、
60代447人、70-74歳526人）
●特定保健指導（初回利用者）
：男性44人（40代4人、50代7人、60代
15人、70-74歳18人）
：女性23人（40代2人、50代4人、60代
10人、70-74歳7人）
●がん検診（胃がん、肺がん、大腸が
ん、乳がん、子宮がん、前立腺がん）
受診者
：男性1861人（40代107人、50代136
人、60代486人、70歳以上1132人）
：女性3841人（40代572人、50代532
人、60代1214人、70歳以上1523人）
●成人歯科健診受診者
：男性721人（40代35人、50代10人、60
代214人、70歳以上462人）
：女性1130人（40代36人、50代22人、
60代351人、70歳以上721人）

男女が自らの心身の健康管理に主体的に取り組み、生涯現役で社会参画できるよう、予防啓発や対策に取り組みます。

各公民館において健康体操教室や健康
管理に関する講座を実施します。
（１回／年／各公民館）
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具体的施策 29 ジェンダーの視点に立ったメンタルヘルスケア

事業内容

担当課 回答担当

自殺問題や心の健康に関しては啓発
活動を継続していくことが大事です。

心の健康づくりに関して、男女別の現状にも観点をおいた情報提供や支援を行います。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

子育て・健康課

当該年度の事業計画及び目標(値）

母子手帳発行時にアンケートを通し
て、面談を行うことで妊婦さんが抱える
悩みなどを把握し、出産・育児に向け
ての支援をスムーズに行うことができ
ます。

福祉課
障がい福祉担
当

町内の専門学校で学生と接する教員
を対象に、自殺対策講演会を行いまし
た。
また、町のHPや広報にも相談等のお
知らせを数回掲載しました。

母子手帳発行時や訪問時検診時等に母
親が抱える悩みを相談する機関を紹介し
ます。産後鬱などの早期発見を目指し、
必要に応じてフォローを行います。

自殺者の性別比では男性が多いですが、
コロナ禍で女性にしわ寄せがあることも考
慮し、より現状に合った情報提供を行いま
す。

子ども家庭相談
担当

母子手帳発行時や健診時等にメンタ
ル的な相談を行います。母子手帳発
行時にアンケートを実施して必要に応
じてフォローを行いました。
電話連絡や、家庭訪問などのフォロー
を行いました。
出産・子育て応援事業がR５.３月開始
となり、妊娠・出産・子育てまで一貫し
た伴走型支援を実施しています。
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施策の方針 ①ワーク・ライフ・バランスの推進

取り組みの方向 （１）ワーク・ライフ・バランスについての啓発推進

具体的施策 30 ワーク・ライフ・バランスについての町民への啓発

事業内容

具体的施策 31 事業所への情報提供･啓発

事業内容

成果指標 31 福岡県「子育て応援宣言登録制度」登録企業紹介　

目標値 住民課人権男女共同参画室 年１回

担当課 回答担当

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

苅田町女性の活躍推進優良事業者表
彰事業を実施し、積極的に女性活躍・
ワーク・ライフ・バランスの推進に取り
組む事業主を募集することを通じて優
れた取り組みを把握することにより、町
内における女性の活躍の推進に努め
ました。

今後様々な取り組み事例を周知してい
けるよう、広く事業主への周知に努
め、応募企業の確保に努めます。

ワーク・ライフ・バランスの推進について、事業主への情報提供・啓発に努めます。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

交通商工課

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

１１月と3月にパパ力UP講座『パパと子
どものチャレンジ料理教室』を実施しま
した。
ワーク・ライフ・バランスの推進や女性
活躍推進に取り組んでいる町内の事
業所の把握に努め、苅田町女性の活
躍推進優良事業者表彰事業者を募り
ました。

6月の男女共同参画週間に表彰事業
者の取り組みについて広く周知に努め
ます。
コロナ禍においても啓発の機会を模索
し、啓発を行います。

ワーク・ライフ・バランスについて、町民向
けの啓発を行います。

登録制度について、町の広報への掲
載や、自動車関連企業へのメーリング
リストなどを活用した啓発を行うことが
出来ませんでした。来年はワークライ
フバランス全体についての啓発に取り
組みたいと思います。

福岡県「子育て応援宣言登録制度」につ
いて定期的に町の広報への掲載や、企業
が集まる場所でのリーフレット配布等を実
施し登録企業の増加を図ります。

基本目標

一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、人生の各段階に応じて、多様な生き方が選択・実現可能な社会づくり
の啓発を行います。

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

当該年度の事業計画及び目標(値）

苅田町女性の活躍推進優良事業者表彰
事業を実施し、積極的に女性活躍・ワー
ク・ライフ・バランスの推進に取り組む事業
主を募集し、表彰することを通じて優れた
取り組みを広めることにより、町内におけ
る女性の活躍の推進に努めます。

Ⅳ　男女が自立した共生の社会づくり
～苅田町女性活躍推進計画～

商工・企業立地
担当

子育て応援宣言企業数は前年度より
減少しており、現状では苅田町内で45
社となっています。

当該年度の事業計画及び目標(値）
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取り組みの方向 （２）仕事と子育ての両立支援の充実

具体的施策 32 男女共同参画の視点に立った仕事と子育て等の両立支援

事業内容

成果指標 32

目標値 子育て・健康課 0人（平成33年度）

担当課 回答担当

取り組みの方向 （３）仕事と介護の両立支援の充実

具体的施策 33 男女共同参画の視点に立った仕事と介護等の両立支援

事業内容

成果指標 33 介護家族元気回復支援の利用者数　

目標値 福祉課 サロン型130名・訪問型10名 (平成33年度)

担当課 回答担当

男女共同参画の視点に立った仕事と子育
て等の両立支援に関する記事を広報紙
等を活用することにより啓発に努めます。

住み慣れた地域で医療や介護を受けな
がら在宅生活が継続できるよう、「在宅医
療」についての普及啓発を行います。

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

母親・父親共に安心して育児と仕事を両立できるよう施策を進めます。男性の育児に関わる意識を上げる啓発や、女性の
育児と仕事の両立に関する不安を減らすよう施策を進めます。

待機児童数

在宅で高齢者を介護している家族の
心身の回復を図るための事業です
が、コロナによる自粛の長期化と、登
録数の減少（被介護者の入院や死去
等）により、例年より利用者が減少して
います。

家族が安心して介護と仕事が両立できる施策を進めます。制度利用者や家族介護者に対し、男女別の現状にも観点をお
いた支援を行います。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

福祉課
高齢者福祉担
当

介護家族支援元気回復事業利用者数
元気回復サロン型5名（うち女性5名）

子育て支援担当
R4.4.1現在の待機児童は0人でした。
保育士確保のため就職支援等を実施
しました。

保育士の人材確保や保育士の業務負
担を軽減するための事業を実施しまし
た。引き続き待機児童が発生しないよ
う努めます。

子育て・健康課

企画課 広報広聴担当
男女共同参画の視点に沿った、イベン
トや相談に関する記事を広報誌に適
宜掲載しました。

男女共同参画の視点に沿った、広報
紙への掲載を行います。

待機児童を増やさないための取り組みを
行います。
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②労働の場における男女共同参画の推進

取り組みの方向 （１）職場での男女の均等な機会と待遇の確保

具体的施策 34 法律や条例についての周知

事業内容

担当課 回答担当

具体的施策 35 事業所や各種団体への出張講座【再掲】

事業内容

成果指標 35 男女共同参画出張講座【再掲】

目標値 年10回

担当課 回答担当

交通商工課
商工・企業立地
担当

県や国から依頼のあった制度や関係
法令の周知を窓口のパンフレットスタ
ンドに配架を行ったり、町ホームぺー
ジ・広報に掲載するなどし、周知を行
いました。

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、企業が集まるイベント等におい
ての周知は実施出来ませんでしたが、
自動車関連企業へのメーリングリスト
などを活用し、積極的に周知していき
ます。

総務課 人事担当

育児・介護休業法等関係法令の改正
があり、関係条例の改正を行いまし
た。「育児・介護のための両立支援ハ
ンドブック」の内容を改正法に対応させ
るには至りませんでした。

今後も関係法令の改正に合わせ、条
例等の整備を行っていきます。また、
育児休業の取得緩和等、制度が複雑
化しているため、よく内容を吟味したう
えで、育児・介護のための両立支援ハ
ンドブックの充実を図ります。

施策の方針

男女雇用機会均等法や、女性活躍推進法、育児・介護休業法等、関係法令及び条例の周知啓発を行います。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

男女雇用機会均等法や育児・介護休業法
など、関係法令の周知啓発を行います。

男女雇用機会均等法や育児・介護休業法
など、関係法令の周知依頼が関係機関か
らあれば積極的に広報します。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

5回実施しました。
開催：7/8、7/20、11/17、11/18、12/9

事業所や各種団体に、出張講座の利
用を呼びかけました。引き続き出張講
座を実施し、啓発に努めるとともに、新
規団体の受講者を増やすためにチラ
シ等配布箇所を増やし利用促進に努
めたいと考えています。

事業所や各種団体などを対象に男女共同参画に関する啓発講座（男女共同参画出張講座）を実施します。

住民課人権男女共同参画室

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

事業所や各種団体などを対象に男女共
同参画に関する啓発講座（男女共同参画
出張講座）を実施します。その際は男女に
均等な機会と待遇が確保されるよう、受
講者に応じた男女共同参画の内容を提供
します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）
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具体的施策 36 指名登録業者への意識啓発

事業内容

取り組みの方向 （２）職場での様々なハラスメントの防止

具体的施策 37 防止のための事業所への啓発

事業内容

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

企業が集まる機会には、当町の取り組
みや男女共同参画関連の案内などを
積極的に行っていきます。
また、作成した町人権啓発冊子「しおさ
い」を町内施設、企業、全戸に配布す
ることによって、広く啓発に努めます。

財政課 契約担当

町ＨＰの中の指名登録業者申請の
ページに、男女共同参画コーナーへの
リンクを設定し、申請業者への周知に
努めました。

業者に対し周知を行える機会が限られ
ているため、恒常的に周知できる工夫
が必要です。

12月から1月にかけて実施する入札参加
資格審査申請時に、啓発を兼ねて、男女
共同参画に関する情報提供を行います。

指名登録を希望する事業者などに対し
て、情報発信を行い、労働関係情報の提
供や、各種ハラスメント防止等の啓発を行
います。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

経済産業省より委託を受けた公益財
団法人人権教育啓発推進センターが
作成した下記の啓発物品を人権教育
研究会社会啓発部会員へ配布し、事
業所内での研修資料の活用について
求めました。
・ＣＳＲ（企業の社会的責任）関係のパ
ンフレット及び取組事例ＤＶＤ
・「ＣＳＲ」で意識が変わる企業は伸び
る―企業の1人ひとりに〝わかるＣＳＲ
〟を 冊子
・「ＣＳＲ」で見えてくる明るい明日― 一
人ひとりが考える〝ＣＳＲと人権〟冊
子
・令和３年度「ＣＳＲ（企業の社会的責
任）と人権セミナー」概要パンフレット
・企業活動に人権的視点を―ＣＳＲで
会社が変わる・社会が変わる－取組
事例ＤＶＤ

引き続き、ハラスメントの防止対策に
ついて、事業主への啓発を行います。
また、ホームページでも事業主への情
報提供や男女共同参画の視点からの
啓発に努めます。

職場でのセクシュアル・ハラスメントやパ
ワー・ハラスメントなどの防止対策につい
て、事業主への情報提供や男女共同参
画の視点からの啓発に努めます。しおさ
いの配布、男女共同参画出張講座での情
報提供を通じて、事業主への啓発に努め
ます。

人権男女共同
参画担当

当該年度の事業計画及び目標(値）

指名登録を希望する事業者などに対して、苅田町男女共同参画推進条例や町の取り組みについて情報提供し、男女共
同参画の意識啓発を行います。

当該年度の事業計画及び目標(値）

職場でのハラスメントの防止対策について、事業主への情報提供や男女共同参画の視点からの啓発に努めます。

町人権啓発冊子「しおさい」にSDGｓ
ゴール5「ジェンダー平等を実現しよう」
の記事を掲載し、ジェンダー平等に関
心を持つことの大切さ、家庭内での性
別役割分担の見直し・解消について呼
びかける内容を掲載し、事業主への配
布に努めました。
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取り組みの方向 （３）女性の就労・起業支援

具体的施策 38 女性の就労･再就労、起業等に関する情報提供

事業内容

具体的施策 39 女性の就労・起業に関する講座の開催

事業内容

成果指標 39 女性の就労・起業に関する講座の開催

目標値 年1回住民課人権男女共同参画室

国や県が発信する再就労や起業などあら
ゆる分野の情報を収集します。女性の社
会参画に結びつく、雇用や資格取得、起
業等に関する情報提供を行います。

国や県が発信する再就労や起業、第6次
産業化などあらゆる分野の情報を収集
し、情報提供を行います。

当該年度の事業計画及び目標(値）

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

農政課 農政水産担当
該当者がいなかったため情報提供を
行えませんでした。

国や県が発信する再就労や起業、第6
次産業化などあらゆる分野の情報を
収集し、情報提供を行うよう努めます。

交通商工課
商工・企業立地
担当

創業応援セミナーや創業支援ワンス
トップ窓口において、女性の雇用や起
業向けの情報を提供したり、資格取得
情報のリーフレットを掲示するなどしま
した。

町ホームページや広報等も活用し、引
き続き情報提供を呼びかけます。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

女性の就労意欲の向上を図ることを目
的として「女性のためのぷちマネープ
ラン講座～人生100年を幸せに生きる
～」を開催しました。

就労意欲の向上を図るため、人生に
係るお金や社会制度、法律などの学
習機会を増やしたいと考えています。

働く意欲のある女性が、能力を発揮する
機会を確保できるよう、再就職のための
意識啓発及び就労に関する基礎知識を
学ぶ講座を開催します。（年1回）

女性が、能力を発揮する機会を確保できるよう、就労や再就労、起業に関する基礎知識を学ぶ講座を開催します。

女性の起業セミナーやエンパワーメント講
座を開催し情報提供を行います。また、広
報等を通じて収集した情報について、情
報提供を行います。

当該年度の事業計画及び目標(値）

エンパワーメント講座として、6月に「女
性のためのぷちマネープラン講座」を
開催し、生涯にかかるお金の話を通じ
て、労働意欲の向上を図る内容の講
座を行いました。
また、11月の「あすばる男女共同参画
フォーラム2022」への参加希望者を募
集し、バスツアーによるフォーラムへの
参加を通じ情報提供を行いました。

就労意欲の向上を図るため、人生に
係るお金や社会制度、法律などの学
習機会の必要性を感じています。
また、「あすばる」や「ムーブ」につい
て、町民へ広く周知を行い、積極的に
活用できるよう努めます。

女性の雇用や資格取得、起業などに関する情報提供を行います。国や県が発信する再就労や起業、第６次産業化などあ
らゆる分野の情報を収集します。
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施策の方針 ③様々な人々への自立支援

取り組みの方向 （１）ひとり親家庭や在住外国人女性の生活・自立支援

具体的施策 40 経済的支援などの制度の周知と情報提供

事業内容

具体的施策 41 自立支援施策の情報提供

事業内容

子育て・健康課 子育て給付担当

離婚後等で窓口に来た際に、制度の
説明を行います。また、制度について
広報へ掲載することにより周知しま
す。

引き続き、住民への制度の説明を行
い、また、広報等で広く一般に周知し
ます。

ひとり親家庭に対する制度の周知や情報提供に努めます。

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値）

ひとり親家庭等に対する制度の周知や情
報提供に努めます。福岡県の制度の情報
提供を実施。母子家庭等就業・自立支援
センターへの面接会場提供、パンフレット
等配布します。

子育て・健康課
窓口にてパンフレット配布および説明
や、JR通勤定期の割引証明の発行を
行いました。

引き続き、ニーズに応じて福岡県の制
度（貸付制度、優遇制度等）の案内を
します。JR通勤定期の割引証明の発
行も行います。

ひとり親家庭に対するそれぞれのニーズを把握し、親子共に安心して生活できるよう自立を支援します。

理由と今後の課題

ひとり親家庭に対するそれぞれのニーズ
を把握し、親子共に安心して生活できるよ
う自立を支援します。福岡県の制度（貸付
制度、優遇制度等）の案内をします。

当該年度の事業計画及び目標(値）

子育て給付担当

担当課 回答担当 事業実績及び現状(値)
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具体的施策 42 在住外国人女性の生活支援

事業内容

取り組みの方向 （２）男女共同参画の視点に立った高齢者の生活・自立支援

具体的施策 43 就業の促進と社会参画

事業内容

担当課

在住外国人女性の生活に不可欠な情報についての多言語表記や相談体制を充実させるため、外国語での相談が可能な
機関との連携を図ります。

回答担当

在住外国人の生活に不可欠な情報等に
多言語表記や相談体制を充実させます。
外国人の相談者への多言語対応ができ
るよう準備を整えます。

担当課

回答担当 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

町人権啓発冊子「しおさい」に多文化
共生の記事を掲載し、苅田町の多文
化共生の主な取組事業として外国人
ワンストップ相談窓口、生活情報ガイド
ブック、多文化共生推進員の設置等を
掲載し、周知を図りました。
昨年に引き続き、外国人女性からの相
談には、多文化共生推進員に立ち
会っていただき、相談体制の強化を図
りました。

外国人住民の相談がある際には、多
文化共生推進員との連携により、相談
体制の強化に努めます。

外国人ワンストップ相談窓口の周知を行
うと共に、関係各課や他団体との連携強
化等、体制の充実化を図ります。また、外
国人に対して、町ＨＰやＳＮＳ等を活用して
情報発信を行います。

当該年度の事業計画及び目標(値）

住民課　人権男
女共同参画室

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

福祉課
高齢者福祉担
当

登録会員数
男性：156人
女性：54人

会員数の減少に比例して、女性の登
録員数も減少しているため、会員数全
体の増加が課題となります。

シルバー人材センター会員の方が就労を
通じ、生きがいや生活の充実を得られる
機会が増えるよう、高齢者の生活支援
サービスの広報等を行います。

人権男女共同
参画担当

R4年度の相談件数は345件あり、R3年
度を大幅に増加したことから、相談窓
口について、ある程度周知できたよう
です。また、日本語教室等を通じて相
談を受けたり子どもに関する相談につ
いては学校教育課と、女性に関する相
談については女性相談員と連携を密
に対応しています。

多文化共生のまちづくりを進めていくこ
とにより、在住外国人女性に対する生
活支援の体制強化につながると思わ
れますが、併せて相談件数の増加や
複雑化する相談内容等へ対応するた
めの人員体制の強化が必要となって
います。

高齢期の男女に対し、雇用の安定を図ったり、社会参画を通して地域との交流を広げられたりするよう、シルバー人材セ
ンターや社会福祉協議会など関係機関の情報提供をしていきます。

当該年度の事業計画及び目標(値）
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具体的施策 44 健康支援・相談体制の充実

具体的施策 45 高齢者虐待の防止及び介護者に対する支援

事業内容

取り組みの方向 （３）男女共同参画の視点に立った障がい者の生活・自立支援

具体的施策 46 障がい者の社会参加の促進

事業内容

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

担当課

虐待の相談や通報を受ける割合は女
性が圧倒的に多いです。
高齢者を介護している人のストレスの
増加、または認知症や精神疾患関連
の虐待の相談が多く見受けられます。

介護者が、男女ともに相談しやすいよう、体制を充実します。また、高齢者への虐待が発生した場合に早期発見・早期介
入できるよう、関係機関と連携します。

総相談件数10,183件
その内、虐待・権利擁護、認知症、介
護・福祉サービスに関する相談件数は
807件（男性：338件、女性：469件）

虐待、認知症等の相談件数は減少し
ていますが、総数としては増加してい
るため、表に出てこない案件が多いと
考えられます。問題の早期発見・対応
するための的確な対応が必要となりま
す。

事業内容

新規相談受付件数
男性3人　女性9人
継続支援件数
男性0人　女性3人

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）

理由と今後の課題

理由と今後の課題

サービス利用者のうち女性は約4割を
占めています。

回答担当

担当課 回答担当

福祉課

地域包括支援センター、介護支援専門員
や介護サービス事業所、民生委員等との
日頃から連携を図り、早期発見早期対応
の支援を行います。

障害者総合支援法のサービスを利用する
場合、男女別のニーズの違いなどに注視
し、本人に必要な社会参加の方法を話し
合います。相談件数を、男女別年齢別に
把握し、施策へ活かします。

福祉課
障がい福祉担
当

福祉課
高齢者福祉担
当

地域包括支援センターと、その他の相談
機関等が連携し、多種多様化する相談に
対し制度横断的に速やかな対応を行いま
す。また、認知症地域支援推進員や生活
支援コーディネーターが地域の中で活動
すると同時に町民の困りごと等の把握や
相談支援につなげます。

高齢期の男女に対し、健康支援や介護予防に関する事業を推進します。また、要介護状態などとなった場合においても、
要介護者や介護者の男女で異なるニーズの違いに応じたきめ細かな相談支援を行います。

事業実績及び現状(値)

高齢者福祉担
当

障がいのある人が地域でいきいきと暮らしていくために、就労のための機能訓練をはじめとしたさまざまな社会参加のた
めの支援に努めます。支援に際しては男女のニーズの違いなどにも配慮して行います。

担当課 回答担当

障害者総合支援法のサービス利用者
（女性163人、男性225人）

事業実績及び現状(値)
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具体的施策 47 相談支援体制の充実

事業内容

具体的施策 48 障がい者への虐待防止及び養護者に対する支援

事業内容

担当課 回答担当

養護者家族の介護負担を軽減するた
めのレスパイトにつながるサービスの
利用を勧め、虐待対応チームによる見
守り支援を行っています。「苅田町障
がい者虐待防止ホットライン」につい
て、広報かんだに毎月継続して掲載が
できるよう検討しています。

福祉課

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）

障がい者総合支援の相談支援事業所を
積極的に紹介し、支援につながるよう努
めます。

虐待防止のための広報を継続的に実施
すると同時に、養護者の介護負担が減ら
せるよう努めます。

障がい者への虐待防止のために広報などで周知を行います。また、養護者が日ごろから気楽に相談できるよう相談体制
を充実し、虐待の早期発見と被害者の保護と養護者への支援にも努めます。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

福祉課

担当課

障がい者本人の特性に応じた支援を
行う必要があります。

回答担当

障がい福祉担
当

障がいのある人が、男女共に自立した生活を営むことができるよう、相談窓口を広く周知し、的確な情報提供や障がいの
ある人のニーズに応じたきめ細かなサービスの提供に努めます。

R4年度の障がい者への虐待相談件数
は4件（女性2人、男性2人）ありました
（事業所で発生3名・家族から1名）。
また、障害者週間に合わせて、広報に
「苅田町障がい者虐待防止ホットライ
ン」を掲載しました。

障がい者福祉
担当

障害者週間に合わせて、広報かんだ
に障がい者相談支援事業所の案内を
掲載しました。
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　計画推進のための取り組み

取り組みの方向 （１）職員の男女共同参画に関する職員研修の充実

具体的施策 49 男女共同参画に関する職員研修の充実

事業内容 職場内男女共同参画研修を継続して実施します。

成果指標 49 ハラスメント研修　

目標値 総務課 隔年１回

成果指標 49 男女共同参画研修　全職員受講（半年を越えて雇用する非常勤・嘱託職員を含む）

目標値 総務課 90%

担当課 回答担当

基本目標

事業実績及び現状(値)

男女共同参画に関する研修を実施しま
す。また、女性の意識改革につながるよう
な研修について調査・研究を行います。

毎年、男女共同参画に関する研修を
実施していたが、新型コロナウイルス
感染拡大の影響が引き続いており、研
修を実施することができませんでした。

新型コロナウイルス感染の状況をみな
がら、一部の職員など、段階的に研修
を行いたいと考えています。同時に、
ハラスメント防止の啓発につながるよ
うな情報等の提供を行っていきます。

理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値）

人事担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　苅田町職員研修実施状況【中止】

総務課
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具体的施策 50 男女共同参画の視点からの広報等表現への配慮

事業内容

担当課 回答担当

具体的施策 51 男女共同参画に関する情報の共有化

事業内容

担当課 回答担当

企画課

住民課　人権男
女共同参画室

住民課　人権男
女共同参画室

男女共同参画の視点に加えて、今後
はダイバーシティの視点にも配慮した
掲載が必要になってくると思われま
す。

労働やＤＶ防止、女性の活躍推進、ワーク・ライフ・バランスなど関係各所に寄せられる男女共同参画に関する情報を積
極的に収集・整理し、庁内で共有します。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値）

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

人事担当と連携し、北九州市圏域合
同イクボス研修に参加しました。また、
福岡労働局主催の令和4年度改正育
児・介護休業法等説明会＆ハラスメン
ト防止研修会に消防本部及び人事担
当と参加し、情報共有を図りました。

町人権啓発紙「しおさい」や広報誌・
ホームページに男女共同参画関係の
記事を作成する際は特に表現の偏り
等がないように配慮しました。

引き続き、町民に対して情報を発信す
る際には男女共同参画の視点から表
現に偏りがないよう配慮します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

内閣府発行の手引をもとに職員男女共同
参画の視点から広報紙やホームページへ
の表現への配慮を行います。

総務課人事担当と連携し、ワーク・ライ
フ・バランスやハラスメントに関する情
報を整理し、庁内で共有します。

広報広聴担当

労働やＤＶ防止、女性の活躍推進、ワー
ク・ライフ・バランスなど関係各所に寄せら
れる男女共同参画に関する情報を積極的
に収集・整理し、庁内で共有します。

広報かんだなど、町が町民に対して情報
を発信する際に、男女共同参画の視点か
ら表現に偏り等がないように配慮します。

内閣府男女共同参画局発行『男女共
同参画の視点からの公的広報の手引
：みんなに届く広報のために』をもとに
職員男女共同参画の視点から広報紙
やホームページへの表現への配慮を
行っています。

人権男女共同
参画担当

広報など、町が町民に対して情報を発信する際に、男女共同参画の視点から表現に偏り等がないように配慮します。

人権男女共同
参担当
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取り組みの方向 （2）苅田町特定事業主行動計画の推進

具体的施策 52 苅田町特定事業主行動計画の推進

事業内容

成果指標 52 プロジェクトチームにおける女性の割合　

目標値 全庁 30%

成果指標 52 行政職員採用試験に占める女性受験者の割合　

目標値 総務課 50%

成果指標 52 管理職に占める女性の割合　

目標値 総務課 10％（令和3年度）

成果指標 52 係長職に占める女性の割合　

目標値 総務課 25%（令和3年度）

成果指標 52 男性の育児休業取得率

目標値 総務課 10％（令和3年度）

成果指標 52 超過勤務時間の縮減

目標値 総務課 上限年間360時間（１人/年間）（令和3年度）

担当課 回答担当

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画推進担当

プロジェクトチームが発足する場合には、
女性の割合を勘案して構成をするように
指導します。（各チームにおける女性の割
合：30％）
人事担当と連携を図り、男性職員の育児
参加への支援、残業時間の削減、管理職
の女性割合を上げるための取組を行いま
す。

本年度プロジェクトチームの発足はあ
りませんでした。

引き続き、研修や情報提供を通じて、
職場全体での特定事業主行動計画へ
の理解を求めます。

苅田町特定事業主行動計画を着実に実行し、庁内における職員のワーク・ライフ・バランス及び庁内における女性職員の
積極的な登用を推進します。

男性の育児参加に対する機運の高ま
りにより育児休業者は増加したが、出
産や育児に関する特別休暇取得の啓
発不足により取得率が減少したので、
きめ細かい情報提供やチャイルドプラ
ンシートの作成を促すことにより、休暇
取得が計画的に進むよう取り組みま
す。
時間外勤務が360時間超となっている
職員数は前年度より減少しましたが、
コロナ禍による時間外勤務の増加状
態が継続しているため、効率的な人員
配置を行うことなどにより時間外勤務
の縮減に努めます。

①71.4％(対象者5/7名)：令和4年度実
績
②28.6％(対象者2/7名)：令和4年度実
績
③360時間超勤務者　該当者5名：令
和4年度実績
④19.0%(副課長以上：63名中女性12
名)：令和4年4月1日時点

①男性職員の出産補助休暇の取得率：
100％
②男性職員の育児休業取得率：15％以上
③職員の年間超過勤務時間数：360時間
以下
④管理職の女性割合：20％

当該年度の事業計画及び目標(値）

総務課 人事担当

全庁
　　　　　　　　　　【別紙4】　採用試験受験者数
　　　　　　　　　　【別紙5】　管理職に占める女性職員の割合
　　　　　　　　　　【別紙6】　育児休暇(父親育児休暇)の取得状況

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題
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担当課 回答担当

年休消化率：26.9％
特別休暇取得率：100.0％
振替休取得率：.21.4％

生涯学習課 生涯学習担当

上下水道課 下水道業務担当
年休等で休みやすい職場環境を目指しま
す。

休みやすい職場環境に配慮できたと
思います。

今後もさらなる良い職場環境にしてい
きます。

会計課 出納担当

有給休暇の取得の促進、また特別休暇の
取得対象者が必要に応じて、休暇を取得
出来るように努めます。
R４年　有給取得率　１６日

有給取得率　R4年　11.9日

コロナウイルス感染及び濃厚接触によ
る休暇取得や業務増加により目標達
成できませんでした。業務内容を見直
し事務の効率化を図ります。

有給休暇および特別休暇等取得しや
すい職場環境です。

新型コロナウィルスの影響で休日出勤
が例年に比べ減少したこともあり、平
均年休取得日数及び取得率が昨年度
を維持しています。

庶務担当

年次有給休暇：一人あたり平均15.5日
（40.4%）
看護休暇：対象者8人　取得者5名
取得者一人あたり平均2.2日
夏季休暇：98.8％取得

年次有給休暇・特別休暇の取得率を上
げ、働きやすい職場作りに努めます。

年次有給休暇の取得率の向上、特別休
暇は対象者が必要に応じて取得出来るよ
うに職場内で考慮していきます。

年次有給休暇を15日以上取得した職
員の割合は61.5％、年休取得率は全
体で40.6％でした。

業務量は年々増加していますが、各自
調整を行い積極的な年休取得に努め
ました。人員の削減や突発的な業務の
増により時間外勤務が増えている一
面がありますが、余裕のある時期に計
画的に年休取得を促すなどにより引き
続き年休取得率の向上を目指します。

年次有給休暇については、個人毎の
取得率が15％～82％と大きな差があ
るため、均等に休暇を取得できる環境
づくりが必要です。

総合行政委員
会事務局

選挙担当

年次有給休暇の取得しやすい職場の環
境づくりに努めます。

学校教育課

交通商工課 交通基盤担当

有給休暇や特別休暇の取得率が高くなる
よう、計画的に課内の仕事配分を考慮し
ていきます。また、育児に関する制度を利
用しやすい職場環境を整えます。

有給の課内の平均取得率は40.1％で
十分取得できています。また、振替休
日は100％取得、夏季休暇100％取
得、育児に関する休暇、介護休暇等も
該当する職員は必要に応じて取得で
きています。

子育て・健康課 子育て支援担当
特定事業主行動計画に定める年次有給
休暇取得率を上回るよう取り組みます。

特別休暇取得対象者に関しては、取
得の配慮は出来ているが、年次有給
休暇については個人毎の取得率に多
少の差が出ているため、今後も個人毎
へ配慮と取得向上への啓発が必要だ
と考えられます。

課内の職員数が少ない反面、4つの行
政委員会等を抱え事務作業が広範で
煩雑なため、取得日時の調整が難し
い点が課題です。

当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

年次有給休暇や夏季休暇、子の為の特
別休暇等を取得しやすい職場環境づくり
に努めます。
また、時間外勤務時間の縮減に努めま
す。

子の看護休暇対象者2名中取得者0
名、育児時間取得0名（対象者1名）、
年次有給消化率平均32.2%でした。

建設課

課の平均年休取得日数は15.9日でし
た。
また取得率は41.2％でした。

環境課
環境対策担当・
廃棄物対策担
当・管理担当

庶務担当
職員の年次有給休暇取得率を役場平均
値まで上げることを目標とし、ワーク・ライ
フ・バランスを推進します。

職員の年次有給休暇取得率について
は、役場平均40.5%(15.2日）に対して学
校教育課は平均43.0%（15.9日）で上回
りましたが、給食センターは26.9%（10.0
日）で下回りました。女性１名が育児に
よる部分休業を取得しました。

年次有給休暇取得率については、前
年度より悪化しましたが役場平均を上
回っております。
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担当課 回答担当

有給取得率は昨年と同様に上昇して
おり、　有給がとりやすい環境になって
いますが、やはり個人差があるので、
さらに取得しやすい職場環境づくりが
必要と考えています。

有給休暇平均消化率　41.5％
父親育児休暇対象者　2名
（取得者数2名　合計取得日8日　平均
取得日4日）

有給休暇及び夏季休暇等を、事務局
内で話し合い、バランス良く取れまし
た。年休取得率は37.4％です。

このまま話し合いができる環境を維持
していこうと思います。

庶務・議事担当

農政課 農政水産担当

年次有給休暇や特別休暇の取得率の向
上及び女性職員が課の政策・方針決定過
程に積極的に参画できる環境づくりに努
めます。

課内の業務分担を見直し、仕事量の
平準化を行い、有給や特別休暇の取
得率を向上させるよう努めました。年
休取得率は37％でした。

引き続き年休や特別休暇の取得率の
向上及び女性職員が課の政策・方針
決定過程に積極的に参画できる環境
づくりに努めます。

都市計画課 庶務担当

特定事業主行動計画を推進し、産前産後
の育児休暇を取得する職員がいる場合に
は、育児・看護に関する休暇を、取得しや
すい環境を整えます。

子の看護休暇取得者　　５名
産前産後の育児休暇取得者　１名

今後も職員間で協力し合って休暇等
取得しやすい環境づくりに努めます。

土地区画整理
課

庶務担当

農業委員会事
務局

農地担当

年次有給休暇や特別休暇の取得率を向
上させます。

消防本部 庶務担当
年次有給休暇、出産補助及び出産に係る
子の養育で休めるように、職員の勤務編
成を考慮していきます。

議会事務局

税務課 町民税担当
年次有給休暇取得率50％以上取得しま
す。

有給休暇平均消化率　48.8％

職員個人の希望による仕事、生活、休
養、地域活動などのバランスを実現できる
よう、よりよい職場環境整備に努めます。
昨年の課平均年休取得率（令和３年：３
８．８％％）を超えるようにします。

課平均令和４年年休取得率は３８．
７％でした。
夏季休暇の取得率は１００%でした。

前年度の取得率をわずかに下回りま
したが、引き続き年休の取得しやすい
雰囲気をつくるため課内の調整に努め
ていきます。

国の進める働き方改革も行なわれて
いる為、引き続き年休取得率の向上に
努め職員がワーク・ライフ・バランスを
保てるように努めます。

有給休暇の消化率を維持し、父親育
児休暇の取得についても推進して行き
ます。

財政課 契約担当
有給休暇及び特別休暇の取得率が上が
るよう、計画的に課内の仕事配分を考慮
していきます。

有給休暇の平均取得日数は13.9日で
あり、ある程度取得出来ています。
特別休暇は夏季休暇以外に看護休暇
を必要に応じて取得出来ており、父親
育児休暇も取得出来ています。

有給休暇や看護休暇等を取得しやす
い環境であると思われます。

R3の有給取得率の平均は34％で、Ｒ4
の有給取得率は34％でした。（職場平
均）

年次有給休暇等ワーク・ライフ・バランス
を考えます。

当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題
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担当課 回答担当

具体的施策 53 苅田町特定事業主行動計画の周知

事業内容 苅田町特定事業主行動計画の全職員への周知徹底を図ります。

企画課 企画推進担当
事務の効率化を進め、時間外の削減や年
休取得率の向上に努めます。

年休取得率　41.0％

人事担当
苅田町特定事業主行動計画の進捗状
況をホームページにて公表しました。

担当課 回答担当

住民課

職員へ特定事業主行動計画の内容に
ついて周知を図ります。
今後も計画に基づき取組を行っていく
とともに各種休暇等の制度の周知と育
児・介護に関する休暇等の取得を推進
します。

昨年度より取得率は上がっています。
引き続き年休取得推進に努めます。

年休の取得率は47.7％でした。

地域福祉担当、
高齢者福祉担
当、障がい福祉
担当、介護保険
担当

国保年金担当
年次有給休暇の取得しやすい職場環境
づくりに努めます。

事業実績及び現状(値)

生活安全担当
年次有給休暇を取得しやすい環境、時間
外勤務の縮減に努めます。

令和４年の年休取得率は52.9％でし
た。

当該年度の事業計画及び目標(値）

引き続き年休を取得しやすい職場環
境づくりに努めます。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

苅田町特定事業主行動計画の進捗状況
をホームページにて公表します。

総務課

理由と今後の課題

ワークライフバランスの観点においても休
暇の適正かつ効果的な取得を促します。

年休消化率　40.2％
子の看護休暇対象者9名　取得日21
日19時間
父親育児休暇対象者0名
休日出勤1日44時間　振替休日取得
済
夏季休暇取得率　100％

年休消化率は低下しましたが、一方で
子の看護休暇の取得日数が増えまし
た。
令和4年度はコロナ感染者が多数出た
ことにより、病気休暇や学校等の閉鎖
に伴う保育のための休暇が増えたこと
が要因と思われます。
イベントや会議、出張などの機会が増
えてくることが予想され、各自の業務
が圧迫されて休暇が取得しづらい状況
にならないよう、今後も注視していきま
す。

福祉課

総務課　危機管
理室

当該年度の事業計画及び目標(値）
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取り組みの方向 （３）計画の推進

具体的施策 54 性別による統計資料の収集・分析と施策への反映

事業内容

企画課 企画推進担当
実施した調査結果を庁内共有し、関係課
が活用できるよう提供します。

総合計画進捗管理のためのアンケー
ト調査
回答者
男性　52.9％、女性　45.6％
その他　0.4％　無回答　1.2％

アンケート結果を各種施策に反映させ
るため、性別に問わずアンケートへの
協力を求めていきます。

子育て・健康課
健康サポート担
当

町民が健康でいきいきと元気に生活する
ため、男女を問わず健康づくりに積極的
に取り組みやすい環境づくりに努めます。

講演会及び講座参加の男女比　1：3.5
(男性27人・女性94人)

男女が共に参加しやすい健康に関す
る講演会や教室等を検討します。

総務課　危機管
理室

防災担当

講座の開始時や令和3年度町民意識調査
等の際にアンケートを実施する際には性
別・年代別に配慮した収集・分析を行いま
す。

講座開催時のアンケート調査では性
別・年代を調査し、講座内容の振り返
りの際に分析を行うよう努めました。

引き続き、アンケート調査の実施に努
め、調査結果を基に課題を抽出し、施
策への反映を図ります。

消防本部 庶務担当
普通救命講習の受講者を男女別に把握
し広範多岐にわたって実施されているか
を把握します。

普通救命講習の受講者数
男性  155名（62.2％）
女性　94名（37.8％）
合計　249名

コロナ禍の現状では厳しい面がありま
すが、生命に係ることですので、今後
も啓発を行っていきます。

今後もイベントのアンケートを男女別
にとり、集計・分析します。

資料やデータを性別で収集・分析することにより、課題を抽出し、施策への反映を図ります。

農政課 農政水産担当
12月に開催予定の地産池消フェアでアン
ケートをとり男女別に集計・分析します。

地産地消フェアが開催できず、アン
ケート調査ができませんでした。

災害対策等において性別によるニーズの
違いに配慮できるよう取り組みを行いま
す。

取り組みを実施できました。

災害時に避難所に避難された方の性
別・年齢の分析結果をパーティション
などの備蓄物資購入に反映させまし
た。

理由と今後の課題当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値)

生涯学習課
スポーツ・文化
振興担当

町主催のスポーツ大会における性別によ
る参加者数を集計し、競技による傾向等
分析を行います。

アジャタ大会は新型コロナウイルス感
染症のため中止しました。
ふれあいマラソン大会（申込者数）男
性：273人、女性：136人（女性の割合
33％）となっています。

体力を要する競技については、男性の
割合が高く、手軽に行えるアジャタ大
会については女性の参加率が継続し
て高い傾向にあります。
マラソン大会については、女性が参加
しやすいコース設定の検討を行いま
す。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

全庁

担当課 回答担当
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達成できました。
上記について必要に応じてデータを提
供できるように準備しています。

引き続き、必要に応じてデータを提供
できるように準備していきます。

担当課 回答担当 当該年度の事業計画及び目標(値） 事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

福祉課
高齢者福祉担
当

各種計画策定時における調査に関し、男
女別統計資料として活用します。高齢者
施策の調査及び地域福祉施策の調査が
あります。

苅田町高齢者実態調査を実施し以下
のとおり回答をいただき、男女別等の
データ分析を行っています。
調査対象者：5,000人
有効回収数：3,755人
（男性45.1％、女性54.6％、無回答
0.3％）
有効回収率：75.1％
地域福祉計画意識調査を実施しまし
た。
調査対象者：2,000人(男性1016人女性
984人）（回答項目から性別を削除した
ため、回答者の男女比は不明）

いずれも調査対象は男女比が同率と
なるようできる限り調整をしています。
地域福祉計画については男女での分
析は不要と考え、質問項目から外しま
した。

住民課 総合窓口担当
毎月地区別、行政区別、年齢構成別で全
町民（外国人含む）の男女別データを保
有しています。

上下水道課、学校教育課、建設
課、会計課、総合行政委員会事
務局、環境課、交通商工課、都市
計画課、土地区画整理課、税務
課、農業委員会、財政課、議会事
務局

該当無
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具体的施策 55 男女共同参画町民意識調査の実施

事業内容

具体的施策 56 計画の実施状況報告書の作成と公表

事業内容 計画の進捗状況の報告、評価を行い、公表します。

担当課 回答担当

取り組みの方向 （４）推進体制の充実

具体的施策 57 町民との協働

事業内容

担当課 回答担当

住民課　人権男
女共同参画室

各種団体等より希望がある場合は、協
働による講座の開催を積極的に取り
組んでいきます。

住民課　人権男
女共同参画室

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画推進担当

計画の実施状況報告書を町のホーム
ページにて公表しました。

毎年度、計画の実施状況報告を行い、
公表します。本年度策定した第3次男
女共同参画行動計画についても、町
HPにて公表を行います。

第3次苅田町男女共同参画行動計画
策定の際に、パブリックコメントを実施
しました。

パブリックコメントに寄せられた意見を
検討し、第3次苅田町男女共同参画行
動計画策定に取り入れることができま
した。

苅田町男女共同参画行動計画などの見
直しや策定に際して、町民の意見を反映
させるため、意識調査やパブリックコメント
を実施します。第2次行動計画(後期)策定
から５年目の直前に、意識調査を実施予
定です。

計画の進捗状況の報告・評価を行い、公
表します。

男女共同参画施策の推進にあたって、各
種団体や町民等との協働による取組みを
積極的に行います。

男女共同参画施策の推進にあたって、各種団体等、町民と積極的に協働します。

人権男女共同
参画担当

女性相談件数が年々増加しているた
め、ホットラインの啓発等に各種団体
の協力を得ました。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

人権男女共同
参画担当

事業実績及び現状(値)

担当課 回答担当

苅田町男女共同参画行動計画などの見直しや策定に際して、町民の意見を反映させるため、意識調査やパブリックコメン
トを実施します。

当該年度の事業計画及び目標(値）

理由と今後の課題

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）
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具体的施策 58

事業内容

担当課 回答担当

具体的施策 59 苅田町男女共同参画審議会の運営

事業内容

担当課 回答担当

審議会で指摘を受けた事項について、
課内で検討し、各課の計画が、より行
動計画に沿ったものとなっているか、
担当各部署へ計画及び目標設定への
提言を行いました。第3次苅田町男女
共同参画行動計画策定に関しても、審
議会での意見を施策に反映するよう、
努めました。

苅田町男女共同参画審議会を定期的に開催し、男女共同参画社会の形成促進に関する事項について調査・審議し政策
提言します。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題

住民課人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

男女共同参画審議会を年６回開催し、
令和３年度の実施状況に関する助言
を求め、各課へ提言しました。また、審
議会での意見を第３次苅田町男女共
同参画行動計画策定に反映するよう
努めました。

住民課　人権男
女共同参画室

人権男女共同
参画担当

7月、2月に開催されたあすばる大交流
会へ出席し、担当者同士の情報交換
等により交流を図りました。

他市町村の地域活動の内容を把握し
たり、講師の派遣情報の共有等は講
座開催時に非常に有効であり、引き続
き情報連携を図ります。

苅田町男女共同参画審議会を定期的に
開催し、男女共同参画社会の形成促進に
関する事項について調査・審議し政策提
言します（全６回）。町民意識調査結果を
基に第3次苅田町男女共同参画行動計画
策定に向け調査・審議し政策提言します。

国・県・他の自治体との連携

当該年度の事業計画及び目標(値）

当該年度の事業計画及び目標(値）

国・県・他の自治体との連携と交流を図
り、率先して男女共同参画社会の実現に
向けた取り組みを推進します。近隣市町
村で開催される研修会（フォーラム・ワー
クショップ等）に参加し、担当者同士の交
流を図ります。

国・県・他の自治体との連携と交流を図り、率先して男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを推進します。

事業実績及び現状(値) 理由と今後の課題
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